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は じ め に

 
 
東日本大震災及び東京電力㈱原発事故より６年が経過し、時の流れとともに、震災

被害の記憶の風化が進む中、本調査実施にあたりご多忙にもかかわらず、南相馬地域

の事業者の皆様よりご協力賜りましたことを厚く御礼申し上げます。

 

これまで原町商工会議所は、震災直後（平成 23 年度）より、事業所の現状及び課

題点を把握するために会員事業所実態調査を行い、事業者の皆様の貴重なご意見を頂

きながらと各種事業に取組んで参りました。 

これまでの調査により様々な問題が浮き彫りにされてきましたが、地域の事業者が

抱えている問題は時間の経過とともに課題が複雑かつ広範囲になってきております。

そのため、今回の事業者調査では範囲を南相馬地域全域（原町区、鹿島区、小高区）

に拡大し、原町区ばかりでなく、鹿島区、小高区の事業者が抱えている課題点を抽出・

分析していくことになりました。 

 

本調査結果については、当地域における東日本大震災・原発事故による被災からの

復興における新たな問題・課題について様々なご意見を本調査報告書にまとめ、今後、

一層の地域経済復興のため、福島県・南相馬市などをはじめとする、行政機関及び関

係各所に『当地域の正確な現状・課題点』を訴えながら、要望活動を行って参りたい

と存じます。 

最後に、当所は地域経済団体の役割を発揮しながら、地域経済の復興のため尽力し

て参りますので、事業者の皆様方には引き続き、ご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

 

原 町 商 工 会 議 所 

会 頭  高 橋 隆 助 
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第１章 本調査の目的と概要

平成 年 月 日に発生した東日本大震災とそれに続く東京電力㈱福島第

一原子力発電所の事故は南相馬市の事業所に大きな被害を与えた。各事業所は

地域の復興のために大変な努力を行っているが、時間の経過とともに企業の経

営状況や必要とされる支援の内容は変化しつつある。その実態を正確に捉え、

今後の方向性を示していかなければいけない。

このような問題意識に基づき、「原町商工会議所」と「福島大学うつくしま

ふくしま未来支援センター」は経済産業省の平成２８年度「地域経済産業活性

化対策委託費（商工会議所・商工会の広域的な連携強化事業）」の事業として、

南相馬市内に立地する事業所の実態調査を行った。

これまで、原町商工会議所会員事業所に対しては、平成 年 月以降、継

続して実態調査を行ってきたが、南相馬地域事業所（原町区、鹿島区、小高区）

を対象としたアンケート調査は震災後初めてである。

今回の調査は、全事業所を対象に実施したアンケート調査の結果を分析と、

事業者ヒアリング調査から明らかになった課題を解決するための方策について

提言を行う。

ただし、震災から約 年が経過した現段階でも、事業所の動向は安定しては

おらず、日々大きく変化している。また、調査も必ずしも十分なものとはなっ

ていない。本報告はあくまでも現段階でのものであり、今後の情勢の変化に応

じて、課題への対応などを変化させていくことが必要である。

調査の概要は以下の通りである。

【１．アンケート調査】

１）調査対象及び回答数：

事業所数 回答数 回収率 備考

全体 全体（原町区＋鹿島区＋小高区）

原町区

内
訳

（商議所会員）
事業所名記入者＋不明

（事業所名未記入者）

（非会員）
非会員事業所

（青申会会員、法人会会員 等）

鹿島区 商工会会員事業所

小高区 商工会会員事業所
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※有効回答数は質問項目によって異なるので、各質問の回答数は必ずしもこ

れと一致しない。

２）業種別回答数

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不明 計

原町区

鹿島区

小高区

計

※業種別回答数は上の表の通りである。なお、次章以下の業種別分析におい

ては、「不明」の事業所は分析対象から除外する。

３）調査期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日

【２．事業者ヒアリング調査】

１）調査対象種別：

種別 業種 所在地

製造業① 金属製品製造業 原町区

製造業② 業務用機械器具製造業 原町区、鹿島区、小高区

製造業③ その他の製造業 原町区

建設業 総合土木業 原町区

小売業、サービス業①
その他の小売業、

不動産業
原町区

小売業、サービス業②
その他の小売業、

その他のサービス業
小高区

２）実施期間：平成 年 月
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第２章 統計から見る南相馬市
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第２章 統計から見る南相馬市

ここでは、南相馬市が発行している「まち ス 」を用いて、南相馬市の

近年の動向を商工業以外の側面も含めてとらえていくことにしたい。

①人口と児童数

南相馬市の人口の変化

南相馬市の人口は平成 年の 人をピークとして減少に転じている。平

成 年には 人と、震災によって急減しているものの、それ以前から人

口が減少する傾向にあった。一方、世帯数はほぼ横ばいから漸増傾向であり、

世帯あたり人員が急減している。大家族制が解体し、核家族化が急速に進んで

いることがうかがわれる。

－ 7 －
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人口構成を年齢別に見ると、高齢化が急速に進んでいることがわかる。しか

し、ここで注目しなければならないのは、年少人口（子ども）の減少である。

年少人口は昭和 年には 人だったが、少子化の影響で震災前の平成

年には 人にまで減っていた。さらに平成 年には 人となり、昭和

年の 分の の水準にまで低下するのは時間の問題であると考えられる。こ

のような年少人口の減少は、生産年齢人口の急激な減少に結びつく。生産年齢

人口は、平成 年から 年まで、年間刻みで ～ 千人の割合で減少してきた。

しかし、震災後は 年間で約 千人の減少を示している。震災に伴う避難や

移転のためと考えられるが、生産年齢人口の急激な減少は地域に労働力不足を

生じさせる。原町区地域で生じている人手不足も、このような人口減少に寄る

ところが大きい。

相双職業安定所管内有効求人倍率の変化

保育園園児数の推移
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幼稚園児数

保育園・幼稚園の園児数の減少も著しい。平成 年に激減し、 年以降増加

に転じてはいるの、 年の段階では 年の半数にも達していない。ただし、私

立保育園の在園者数は、平成 年にはほぼ震災前水準に回復した。今後は公立

保育園の回復が課題となろう。

一方、幼稚園は私立の園児数も震災前の半分を超えた程度にとどまっている。

園児数が回復しなければ、私立園の経営には大きな打撃となる。東京電力によ

る営業賠償の必要性を示すものである。

小学生の減少も依然として続いたままである。平成 年の段階で震災前のほ

ぼ半分に過ぎず、回復のスピードは遅い。子どもの減少は、長期的な労働力の

減少だけでなく、塾や子供服・靴の販売など、子ども向けの産業にも大きな打

撃を与える。地域経済に与える打撃はきわめて大きいと言える。

小学校児童数の推移

－ 9 －
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②製造業

製造業（従業員 人以上）の事業所数・従業者数・製造品出荷額等

製造業の事業所数・従業者数を見ると、震災後に急減した後、回復を続けて

いるものの、その力は弱い。特に事業所数の回復は頭打ちとなっている。従業

者数も増加を続けているものの、その力は弱い。平成 年段階で、事業所数は

震災前の ％、従業者数は同 ％の水準にとどまっている。

製造品出荷額等の推移を見ると、平成 年の水準は、平成 年に比べて ％

の水準となっている。今回のアンケート調査では平成 年 月の段階で原町区

が震災前の ％、鹿島区が同 、小高区が同 ％の水準となっており、

ほぼ整合する。本調査の有効性が確認できる。

－ 10 －
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ただし、製造業に関しては、より長期的な視点から検討を加えることが必要

である。下に平成 （ ）年からの事業所数・従業員数・製造品出荷額等の推

移のグラフを示した。南相馬市の製造業がピークを迎えるのは平成 （ ）年

であり、その後は衰退を続けてきている。平成 （ ）年の段階で、平成

（ ）年に比べて事業所数は 割、従業者数は 割、売上は 割の水準にま

で低下している。南相馬市の製造業は震災以前から構造的な課題を抱えていた

のである。

南相馬市の製造業の事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移

千万円・人 社

資料：福島県工業統計により作成。

「創造的な復興」が必要なのは、このためである。「震災前」に戻すだけで

は、地域経済は衰退を続けざるを得ない。構造改革を伴う「復興」でなければ、

地域の未来は切り開けないのである。具体的には相手先ブランドの受注生産を

中心とする部分的な加工を中心とした下請型の生産構造から脱却し、独自の製

品開発能力と販売能力を持つことが必要であると考える。構造改革なくして、

南相馬市工業の再生はあり得ない。

もう一つ指摘しなければならないことは、県内の地域間格差が拡大している

ことである。福島県全体で見ると、その製造品出荷額等は平成 年を とし

た指数で示すと、 年には となり、数字的には復旧したと言えるものに

なっている。しかし、それを市町村別に見ると、状況は全く異なる。 市町村

のうち 市町村と半数近くが震災前水準を上回っている。

製造品出荷額等 従業員数 事業所数

－ 11 －



12 
 

しかし、 市町村が震災前水準を下回り、 町村が欠損値（統計が存在しな

いか、事業所数が少なく数値が秘匿されている）となっている。その分布をみ

ると県中・県南・会津地区に震災前水準を上回る市町村が多く、震災の被害の

大きかった浜通り地域では復旧は遅れている。

特に原発周辺地域では欠損値となっている市町村が多く、まだ復興のスター

ト地点にすら立てていない状態である。南相馬市は であり、かなり復旧が

遅れているグループに入る。つまり、「福島県全体」では震災前水準に復旧し

ているものの、「福島県の被災地」では復旧は進まず、地域間格差が拡大して

いるのである。これは今後の福島の復興に新たな問題をもたらすものと考えら

れる。被災地の復興を加速させていかなければならない。

平成 年の製造品出荷額等を としたときの 年の市町村別指数

資料：福島県工業統計調査により作成 

－ 12 －
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③商業

商業に関しては、統計上、平成 年のデータしか存在しない。これを見ると、

平成 年の販売額は平成 年のほぼ半分の水準である。今回のアンケート調

査では平成 年の売上高は原町区が震災前比で卸売業が 、小売業が 、

サービス業が 、鹿島区が卸売業 、小売業 、サービス業 、小

高区が小売業 、サービス業 だった。製造業とは異なり、アンケート調

査に比べてかなり悪い数字になっている。これは小高区の商業が復旧していな

い影響に加え、零細規模で商工会議所・商工会に加入していない事業所の復旧

が遅れているためであると考えられる。この点を勘案すると、商業部門の現状

は本アンケート調査で示された結果よりも相当悪いことが予想される。

この背景にあるのは人口減少である。地域外との取引が拡大できる工業とは

異なり、商業はその地域に居住している消費者との取引が中心となる。人口が

減少すれば、その分市場は縮小せざるを得ない。人口の回復が復興の前提条件

となる。

商業（小売業・卸売業）の販売額

－ 13 －



14 
 

④医療関係

しかし、生活条件は悪化したままである。特に問題となっているのが病院や

診療所の減少である。南相馬市内の病院・診療所は、震災前に比べて約 割減

少している。医師数・看護師数の減少率はそれを下回るものの、依然として十

分とは言いがたい。震災と原発事故を受けて、健康の維持が重要視されている

にもかかわらず、十分な医療体制が整っていない状態である。医療機関の維持

は健康の確保のために不可欠であり、早急な整備が期待される。

このように、南相馬市においては、震災前に比べて生活条件や産業の操業条

件が大幅に悪化している。着実に復旧しつつあるものの、震災前水準にはほど

遠い状況である。それを補塡しているのが東京電力の賠償金であり、その持つ

意味は依然として大きい。

病院数の推移

医療従事者数の推移

－ 14 －
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看護師数の推移
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第３章 アンケート調査結果 
 

以下、アンケート調査の結果をまとめるとともに、若干のコメントを付す。

集計は設問ごとに行い、それぞれ「製造業」「建設業」「卸売業」「小売業」「サ

ービス業」に区分して集計している。ただし、これらの区分は各事業所からの

回答に基づくものであり、商工会議所・商工会等の所属部会や営業内容とは必

ずしも一致していない。なお、自由回答は巻末の資料にまとめている。 

≪アンケート調査 設問項目の構成≫

回答事業所の概要について

➣業種別の回答事業所総数とその売上高（事業所規模）に関する記載 
操業・営業を再開されていない事業所への質問について

➣未再開の事業所の再開目途や、再開できない理由に関する設問 
設問１ 事業所の事業内容全般について

➣施設・設備の稼働率、営業・操業時間の変化、事業所の売上高の推移や今

後の事業見通し等に関する設問 
設問２ 事業所の雇用について

➣雇用者の推移や、賃金の変化、雇用状況に係る問題に関する設問 
設問３ 震災後の設備投資について

➣種類別の震災後の設備投資額の推移、補助金の活用状況に関する設問 
設問４ イノベーション・コースト構想について

➣イノベーション・コースト構想推進による、地域経済の発展に関する設問 
設問５ 福島県相双復興官民合同チームについて

➣福島県相双復興官民合同チームの支援活動に関する設問 
設問６ 東京電力㈱の営業損害賠償について

➣今後の営業損害賠償の方針に関する考えや、賠償終了後の事業方針に 
関する設問 

設問７～９ 業種別の設問について

➣「製造業」「建設・土木業」「卸売業・小売業・サービス業」の業種別の、

取引先の変化等に関する設問 
設問 今後の支援等の要望について

➣商工会議所・行政に対する今後の支援等の要望に関する設問 

－ 19 －
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（単位：件） 

回答企業の概要について 

◎回答企業数 （単位：件） 
地区 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不明 計

原町区

鹿島区

小高区

南相馬市計

回答企業は全部で 452 であるが、そのうち原町区の企業が 73.9％を占める。

なお、小高区に関しては小高商工会に所属する企業を集計したものであり、そ

の立地場所は必ずしも小高区内ではない。業種別に見るとサービス業が 163 と

36.1％を占める。次いで製造業、建設業、小売業の順に回答が多く、卸売業か

らの回答は少なかった。 
 
◎小高区の事業所について 
表中に「小高区」と示されている企業の現在の立地場所は以下の通りである。 

 

 
 
回答企業のうち 22 企業が小高区内に立地しているが、26 事業所の立地地域

は不明、小高区外の市内が 13 企業、市外が 4 企業となっている。 
更に、立地別に売上高を指数（平成 22 年 9 月の売上を 100 としたときの各年

9 月の売上指数）で示したのが下の図表である。数値が 100 を上回れば震災前

水準を回復したことを意味する。売上の回復が最も大きいのが「その他・不明」

で、次いで「原町区」「小高区」となっている。なお、「小高区」に現在立地し

ている企業も、当初から小高区内に立地していたわけではない。他の地域で業

務を再開し、避難地域の再編・解除によって小高区に戻ってきた企業が多い。 
以下の資料は、「どのような特徴を持った企業が小高区に戻ってきたのか」とい

う視点から捉えなければならない。 

小高区区事業所の立地地域

小高区内

原町区内

鹿島区内

市外

無回答・不明

計

－ 20 －
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このような視点から見ると、他の地域で業務が好調である企業ほど小高区に戻

りにくいことが指摘できる。避難後に業務基盤を確立し、好調であるならば、

企業にとっては、小高区に戻る積極的な理由は少なくなる。このことは小高区

の復興が遅れることを意味しており、対策が必要である。 
 
小高商工会所属企業の立地場所別売上指数の変化 （平成 22 年 9 月＝100） 

年

（ ）

年

（ ）

年

（ ）

年

（ ）

年

（ ）

年

（ ）

小高区

原町区

鹿島区

その他・不明

 

 
 
◎回答企業の年間売上高 
原町区 (単位：件) 

万円

以下

～

万円

～

万円

万

～

億円

１～

億円

～

億円

～

億円

～

億円

億円超

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

0

50

100

150

200

250

小高区 原町区 鹿島区 その他・不明 

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 
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鹿島区 (単位：件) 

 
万円

以下

～

万円

～

万円

万～

億円

１～

億円

～

億円

～

億円

～

億円
億円超

製造業 1 3 0 1 5 1 1 0 0 
建設業 0 1 3 0 5 1 0 0 0 
卸売業 0 0 1 0 0 0 0 0 0 
小売業 4 4 0 0 1 0 0 0 0 
サービス業 4 4 3 0 4 1 0 0 0 

計 9 12 7 1 15 3 1 0 0 
 

 

0 20 40 60 80 100 120 140

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

1000万円以下  1000～3000万円 3000～5000万円 
5000万～1億円 １～5億円  5～10億円 
10～30億円 30～50億円 50億円超 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

1000万円以下  1000～3000万円 3000～5000万円 
5000万～1億円 １～5億円  5～10億円 
10～30億円 30～50億円 50億円超 

－ 22 －
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小高区（小高区立地） (単位：件) 

万

円以下

～

万円

～

万円

万～

億円

１～

億円

～

億円

～

億円

～

億円
億円超

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － － －

小売業

サービ

ス業

計

 

 
 
小高区（小高区以外の地区に立地） (単位：件) 

万

円以下

～

万円

～

万円

万～

億円

１～

億円

～

億円

～

億円

～

億円

億円

超

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービ

ス業

計

 

0 1 2 3 4 5 6 7 8

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

1000万円以下  1000～3000万円 3000～5000万円 
5000万～1億円 １～5億円  5～10億円 
10～30億円 30～50億円 50億円超 
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回答企業の年間売上高を地区別に上に示した。原町区の製造業と建設業では 1

～5 億円の売上にピークがあり、小さなピークが 1,000～3,000 万円に見られる。

卸売業でも同様の動きが見られる。これに対し小売業とサービス業では 1,000
万円以下のものが最も多く、次いで 1～5 億円となっている。業種による違いが

あるが、2 つのピークを形成する事業所群に分化しつつあることが認められる。

ただし、各業種とも企業間格差はかなり大きなものになっている。 
同様の構造は鹿島区においても認められる。ただし、事業所数が少ないため、

原町区ほど明瞭な動きにはなっていない。小高区でも構造はほぼ同じであるが、

売上高の小さなピークの企業が小高区内に、大きなピークの企業がそれ以外の

地域に立地する傾向が認められる。 
 
 
 
 

※以下、「小高区（小高区立地）」は「小高区」、「小高区（小高区以外の地

区に立地）」は「小高区 その他 」と略して表記する。 

 
 
 
 
 

0 2 4 6 8 10 12 14

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

1000万円以下  1000～3000万円 3000～5000万円 
5000万～1億円 １～5億円  5～10億円 
10～30億円 30～50億円 50億円超 
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操業・営業を再開されていない事業所の方にお伺いします。

Ｑ１ 今後、操業・営業を再開される予定はありますか。

（単位：件）

震災前の

場所で再

開する目

途が立っ

ている。

移転して

再開する

目途が立

っている

目途は立

っていな

いが震災

前の場所

で再開す

る予定

目途は立

っていな

いが移転

して再開

する予定

再開する

予定はな

い（廃業

す る 予

定）

現段階で

はわから

ない

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

その他

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

南相馬市計

－ 25 －
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震災から 6年が経過しようとしているが、依然として 41企業（回答数の 8.8％）

が再開できない状況が続いている。その半数は強制避難区域であった小高区で

ある。再開の目途が立っているのは 6 企業にとどまり、廃業予定は 15 社、現段

階ではわからないが 11 社となっている。震災と原発事故の影響は、依然として

重くのしかかっている。 
 
Ｑ２ Ｑ１で⑤または⑥を選んだ方にお伺いします。再開できないでいる最も

大きな理由は何ですか。

（単位：件） 
従業員 の

確保が

困難

後継者の

不在

運転資金

が確保

できない

顧客が

いない

事業所・

周辺地域

の除染

その他

原町区

鹿島区

小高区

小高区

その他

南相馬市計

 

 
 

再開できない理由に関しては、地域差が特に認められなかったため、一括し

て記述する。 
 

5 

8 

1 
12 

1 

7 

従業員の確保が困難 

後継者の不在 

運転資金が確保できな

い 
顧客がいない 

事業所・周辺地域の除

染 
その他 
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再開できない理由で最も多いのは「顧客がいない」ことである。これは避難

地域の設定などにともない、顧客が大幅に減少した状態が続いており、業務の

再開が困難であると判断されている。次いで多いのは「後継者の不在」である。

「その他」の自由記述にも同様の記載が多く、高齢化と後継者の不在が事業再

開を困難なものにしている。 
一方、「除染に関する不安」は記載が少なく、不安が解消されつつあることが

認められる。また、「運転資金の確保」に関しても、特段問題は認められない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 27 －
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設問１ 貴事業所の事業内容全般についてお伺いします。 

Ｑ１ 貴事業所の施設・設備は、震災前と比較してどの程度稼働していますか。

 
（単位：表は件、図は％） 

  製 
造 
業 

建 
設 
業 

卸 
売 
業 

小 
売 
業 

サー

ビス

業 
計 

原町区 

震災前と比べて稼働は縮小している 33 6 4 26 54 123 
震災前とほぼ同じ水準である  19 21 5 20 44 109 
震災前と比べて稼働は拡大している 11 18 3 10 17 59 
縮小率（％） 40 36 55 45 40  
拡大率（％） 32 34 43 41 30  

鹿島区 

震災前と比べて稼働は縮小している 7 1 1 3 4 16 
震災前とほぼ同じ水準である  6 4 1 1 7 19 
震災前と比べて稼働は拡大している 0 2 0 1 3 6 
縮小率（％） 43 80 50 31 45  
拡大率（％） － 185 － 100 35  

小高区 

震災前と比べて稼働は縮小している 3 2 2 3 4 14 
震災前とほぼ同じ水準である  1 3 1 2 7 14 
震災前と比べて稼働は拡大している 0 1 0 0 3 4 
縮小率（％） 30 55 50 68 45  
拡大率（％） － 20 － － 35  

小高区 
（その他） 

震災前と比べて稼働は縮小している 7 2 － 2 5 16 

震災前とほぼ同じ水準である  1 5 － 0 0 6 
震災前と比べて稼働は拡大している 0 3 － 0 2 5 
縮小率（％） 42 70 － 50 60  
拡大率（％） － 60 － － 45  

 
 
 
 
 
 
 

－ 28 －
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原町区 

 
鹿島区 

 
小高区 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

震災前と比べて稼働は縮小している 震災前とほぼ同じ水準である  
震災前と比べて稼働は拡大している 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

震災前と比べて稼働は縮小している 震災前とほぼ同じ水準である  
震災前と比べて稼働は拡大している 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

震災前と比べて稼働は縮小している 震災前とほぼ同じ水準である  
震災前と比べて稼働は拡大している 

－ 29 －
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小高区（その他） 

 
 

施設・設備の稼働率を見ると、原町区では震災前に比べて縮小している企業

が製造業・小売業・サービス業でほぼ半数に及んでいる。一方、建設業は震災

前と同じか拡大している企業が多く、卸売業の稼働率も上昇している。鹿島区

と小高区もほぼ同様の傾向を示しているが、原町区に比較してサービス業の稼

働率が高くなっている。これに対し、小高区（その他）では稼働率が縮小して

いる企業の比率が高い。 
 

稼働率縮小の比率 （単位：％） 
製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

原町区

鹿島区

小高区

小高区（その他） －

 
稼働率拡大の比率 （単位：％） 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

原町区

鹿島区 － －

小高区 － － －

小高区（その他） － － －

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

震災前と比べて稼働は縮小している 震災前とほぼ同じ水準である  
震災前と比べて稼働は拡大している 

－ 30 －
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また、縮小している企業・拡大している企業の縮小率・拡大率をそれぞれ算

出すると、鹿島区の建設業と小売業のみ拡大率が縮小率を上回る。原町区の建

設業・小売業では拡大率・縮小率がほぼ等しいが、他の業種では縮小率が拡大

率を大幅に上回る。未回答企業に状況が悪い企業が多く含まれると考えられる

ため、実質的な稼働率は、上の表よりもかなり悪い状態であると推測される。 
 
原町区 

 
鹿島区 

 
 
 

0

10

20

30

40

50

60

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

縮小率（％） 
拡大率（％） 

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

縮小率（％） 
拡大率（％） 
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小高区 

 
小高区（その他） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

縮小率（％） 
拡大率（％） 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

縮小率（％） 
拡大率（％） 
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Ｑ２ 貴事業所の操業・営業時間は、震災前と比較してどのようになって

いますか。

（単位：件） 
製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

原町区

震災前と比べて操業・営業時間は

短くなっている

震災前とほぼ同じ水準である

震災前と比べて操業・営業時間は

長くなっている

鹿島区

震災前と比べて操業・営業時間は

短くなっている

震災前とほぼ同じ水準である

震災前と比べて操業・営業時間は

長くなっている

小高区

震災前と比べて操業・営業時間は

短くなっている

震災前とほぼ同じ水準である

震災前と比べて操業・営業時間は

長くなっている

小高区

（その他）

震災前と比べて操業・営業時間は

短くなっている

震災前とほぼ同じ水準である

震災前と比べて操業・営業時間は

長くなっている

 
操業・営業時間をみると、小高区を除いて震災前とほぼ同じ水準の企業が最

も多くなっている。ただし、いずれの地区も操業・営業時間を短縮している企

業がそれに次いで多くなっている。業種別に見ると小売業で営業時間の短縮が

著しい。 
操業・営業時間の延長・短縮状況を見ると、小高区の製造業のみ延長時間が

短縮時間を上回り、小高区（その他）のサービス業で延長時間と短縮時間が同

じになっている他は、短縮時間が延長時間を上回っている。 

－ 33 －
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操業・営業時間の平均延長・短縮時間 （単位：時間） 

原町区

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

延長時間

短縮時間

鹿島区

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

延長時間 － －

短縮時間

小高区

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

延長時間 － － － －

短縮時間 － －

小高区

（その他）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

延長時間 － － － －

短縮時間 － － －

 
この質問については無回答の企業も多くあるため、実際の操業・営業時間の短

縮幅は、より大きなものになっていると推測される。 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

震災前と比べて操業・営業時間は短く…

震災前とほぼ同じ水準である 

震災前と比べて操業・営業時間は長く…

震災前と比べて操業・営業時間は短く…

震災前とほぼ同じ水準である 

震災前と比べて操業・営業時間は長く…

震災前と比べて操業・営業時間は短く…

震災前とほぼ同じ水準である 

震災前と比べて操業・営業時間は長く…

震災前と比べて操業・営業時間は短く…

震災前とほぼ同じ水準である 

震災前と比べて操業・営業時間は長く…

原
町

 
鹿

島
 

小
高

 
小

高
（

そ
の

他
）

 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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原町区 

 
鹿島区 

 
小高区 

 

0
0.5

1
1.5

2
2.5

3
3.5

4
4.5

5

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

延長時間 
短縮時間 

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

延長時間 
短縮時間 

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

延長時間 
短縮時間 
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小高区（その他） 

 
 
Ｑ３ 貴事業所の平成 年 月（震災前）の売上を とすると、震災後 年

間の売上（各年 月）は、おおよそどの程度になりますか。（概数で結構です。）

 
（基準：平成 22 年 9 月＝100） 

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

0

0.5

1

1.5

2

2.5

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

延長時間 
短縮時間 
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小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

 
原町区 

 
鹿島区 

 
 

0

50

100

150

200

250

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

0

50

100

150

200

250

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
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小高区 

 
小高区（その他） 

 
 

震災後の売上高の推移を地区別に示した。ほとんどの区・業種で売上は回復

してきていることが認められる。 
しかし、震災前水準を回復しているのは原町区の建設業とサービス業、鹿島

区の建設業、小高区（その他）の建設業とサービス業だけである。特に小売業

は人口減の影響を受けて伸び悩んでおり、回復が遅れている。また、製造業も

震災後当初は力強い回復が見られたものの、近年は力強さを欠いている。鹿島

区の卸売業は震災後も漸減を続け、危機的な状況となっている。 

0

20

40

60

80

100

120

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

0

50

100

150

200

250

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
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回復が著しいサービス業においても伸び率が大きいのは不動産関係、ホテル、

業務用車両リース、廃棄物処理、経営コンサルタントなど震災関連のものが中

心であり、個人サービスの伸びは弱い。建設業を除けば、売上の回復は順調と

は言いがたい。 
平成 28 年の売上の指数別事業所数を示すと、売上を大きく伸ばしているのが

建設業だけであることがより明確に理解できる。震災前水準を超えている企業

が過半数を占めるのは、原町区の建設業、鹿島区の製造業と建設業、小高区（そ

の他）の建設業だけであり、震災前水準を回復している企業は少数派である。

先に示した指数は「平均値」であり、実態はそれよりも悪い状態である。 
 
平成 28 年の売上の業種別・指数別事業所数  

（単位：表は件、図は％） 

原町区

未満 ～ ～ ～ 以上

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

未満 ～ ～ ～ 以上

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

未満 ～ ～ ～ 以上

製造業

建設業

卸売業 － － － － －

小売業

サービス業

計

 
 

－ 39 －
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小高区

（その他）

未満 ～ ～ ～ 以上

製造業

建設業

卸売業 － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計

 
原町区 

 
 
鹿島区 

 
 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

100未満 100～200 200～300 300～500 500以上 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

100未満 100～200 200～300 300～500 500以上 
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小高区 

 
 
小高区（その他） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

100未満 100～200 200～300 300～500 500以上 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

100未満 100～200 200～300 300～500 500以上 
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Ｑ４ 貴事業所では今後２年間程度の売上・採算の見通しについてどのように

お考えですか。

（単位：表は件、図は％） 
１）売 上 ２）採 算

原

町

区

好転する 悪化する 変わらない 好転する 悪化する 変わらない

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿

島

区

好転する 悪化する 変わらない 好転する 悪化する 変わらない

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小

高

区

好転する 悪化する 変わらない 好転する 悪化する 変わらない

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

計

小
高
区
（そ
の
他
）

好転する 悪化する 変わらない 好転する 悪化する 変わらない

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計

 
 

－ 42 －
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１）売上 
原町区 

 
鹿島区 

 
小高区 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

－ 43 －
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小高区（その他） 

 
２）採算 
原町区 

 
鹿島区 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

－ 44 －
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小高区 

 
 
小高区（その他） 

 
 
今後 2 年間の景況感については非常に悪い状況になっている。売上が好転す

るとの回答は小高区の製造業と建設業、小高区（その他）の製造業だけであり、

悪化するとの見込みを持つ企業が非常に多い。さらに、採算が好転するとの回

答が 20％を超えるのは、小高区の製造業と小高区（その他）の製造業だけであ

る。復興事業が一段落しつつあり、建設業の景況感が急速に悪化しつつある。 
 
 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

好転する 悪化する 変わらない 

－ 45 －
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Ｑ５ 貴事業所の今後の事業継続についてお伺いします。

（単位：件）

原

町

区

製造業 建設業 卸売業 小売業
サービ

ス業
計

事業の拡大を予定

事業の多角化を予定

現状のまま行う

業種・業態変更も視野に

入れている

事業の縮小を検討している

移転して事業を行う予定

廃業も視野に入れている

今後の動向により考える

鹿

島

区

製造業 建設業 卸売業 小売業
サービ

ス業
計

事業の拡大を予定

事業の多角化を予定

現状のまま行う

業種・業態変更も視野に

入れている

事業の縮小を検討している

移転して事業を行う予定

廃業も視野に入れている

今後の動向により考える

小

高

区

製造業 建設業 卸売業 小売業
サービ

ス業
計

事業の拡大を予定 －

事業の多角化を予定 －

現状のまま行う －

業種・業態変更も視野に

入れている
－

事業の縮小を検討している －

移転して事業を行う予定 －

廃業も視野に入れている －

今後の動向により考える －

－ 46 －
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小
高
区
（
そ
の
他
）

製造業 建設業 卸売業 小売業
サービ

ス業
計

事業の拡大を予定 －

事業の多角化を予定 －

現状のまま行う －

業種・業態変更も視野に

入れている
－

事業の縮小を検討している －

移転して事業を行う予定 －

廃業も視野に入れている －

今後の動向により考える －

 
 

南相馬市計

事業の拡大を予定

事業の多角化を予定

現状のまま行う

業種・業態変更も視野に入れている

事業の縮小を検討している

移転して事業を行う予定

廃業も視野に入れている

今後の動向により考える

 
今後の事業継続については、全体の 46％の企業が「現状のまま行う」と回答

している。しかし、16％の企業が「今後の動向により考える」、7％の企業が「廃

業も視野に入れている」、5％の企業が「事業の縮小を視野に入れている」と回

答している。全体の 3 割近い企業の動向が不安定になっていると捉えられる。

この回答には地区による差はあまりなく、南相馬市の企業の存立基盤が揺らい

でいることがうかがわれる。 
 
 
 
 
 
 

－ 47 －
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原町区 

 
鹿島区 

 
小高区 

 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

事業の拡大を予定  
事業の多角化を予定  

現状のまま行う 
業種・業態変更も視野に入れている 

事業の縮小を検討している 
移転して事業を行う予定 
廃業も視野に入れている 
今後の動向により考える 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

0 5 10 15 20 25 30

事業の拡大を予定  
事業の多角化を予定  

現状のまま行う 
業種・業態変更も視野に入れている 

事業の縮小を検討している 
移転して事業を行う予定 
廃業も視野に入れている 
今後の動向により考える 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

0 2 4 6 8 10 12

事業の拡大を予定  
事業の多角化を予定  

現状のまま行う 
業種・業態変更も視野に入れている 

事業の縮小を検討している 
移転して事業を行う予定 
廃業も視野に入れている 
今後の動向により考える 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

－ 48 －
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小高区（その他） 

 

南相馬市計

Ｑ６ 貴事業所では、現在どのような問題を抱えていますか。最もあてはまる

ものを３つまで選んでください。

 
現在直面している課題として最も多く指摘されているのは「労働力不足」と

「顧客の減少」である。避難地域では「顧客の減少」が、避難地域外では「労

働力不足」が特に多く指摘されている。避難地域外でも多くの避難者が存在し、

顧客の減少が課題となっているが、避難地域ではその比重が一層大きくなって

いる。 

0 2 4 6 8 10 12

事業の拡大を予定  
事業の多角化を予定  

現状のまま行う 
業種・業態変更も視野に入れている 

事業の縮小を検討している 
移転して事業を行う予定 
廃業も視野に入れている 
今後の動向により考える 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

0 50 100 150 200 250

事業の拡大を予定  

事業の多角化を予定  

現状のまま行う 

業種・業態変更も視野に入れている 

事業の縮小を検討している 

移転して事業を行う予定 

廃業も視野に入れている 

今後の動向により考える 

－ 49 －
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また、東京電力の賠償問題が比較的多く指摘されている。これは前述のよう

に地域の復旧が完全に進まないうちに賠償打ち切りの動きが出ているためで、

多くの企業から問題視されている。 
その他としては、「受注の減少」が比較的多く指摘されている。この回答は特

に製造業の事業所から多く寄せられている。受注の減少が製造業の売上の回復

の遅れにつながっているものと考えられる。 
 
 

（単位：件） 

原町区

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

東京電力の賠償問題

地震・津波被害からの復旧

事業所の移転

受注の減少

顧客の減少

外注先の不足

労働力不足

現在の雇用の維持

資金の不足

借入金の増加

二重ローン問題

売掛金回収が困難

賃金の上昇

資材・燃料費の高騰

輸送コストの増大

その他の経費の増大

製品の放射能測定

風評被害

今後の事業継続の見通し

地域の除染の進捗状況

家族の状況

（避難等による不安など）

その他

鹿島区
製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

東京電力の賠償問題

－ 50 －
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鹿島区

地震・津波被害からの復旧

事業所の移転

受注の減少

顧客の減少

外注先の不足

労働力不足

現在の雇用の維持

資金の不足

借入金の増加

二重ローン問題

売掛金回収が困難

賃金の上昇

資材・燃料費の高騰

輸送コストの増大

その他の経費の増大

製品の放射能測定

風評被害

今後の事業継続の見通し

地域の除染の進捗状況

家族の状況

（避難等による不安など）

その他

小高区

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

東京電力の賠償問題 －

地震・津波被害からの復旧 －

事業所の移転 －

受注の減少 －

顧客の減少 －

外注先の不足 －

労働力不足 －

現在の雇用の維持 －

資金の不足 －

借入金の増加 －

二重ローン問題 －

売掛金回収が困難 －

－ 51 －
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小高区

賃金の上昇 －

資材・燃料費の高騰 －

輸送コストの増大 －

その他の経費の増大 －

製品の放射能測定 －

風評被害 －

今後の事業継続の見通し －

地域の除染の進捗状況 －

家族の状況

（避難等による不安など）
－

その他 －

小高区

（その他）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

東京電力の賠償問題 －

地震・津波被害からの復旧 －

事業所の移転 －

受注の減少 －

顧客の減少 －

外注先の不足 －

労働力不足 －

現在の雇用の維持 －

資金の不足 －

借入金の増加 －

二重ローン問題 －

売掛金回収が困難 －

賃金の上昇 －

資材・燃料費の高騰 －

輸送コストの増大 －

その他の経費の増大 －

製品の放射能測定 －

風評被害 －

今後の事業継続の見通し －

地域の除染の進捗状況 －

家族の状況

（避難等による不安など）
－

その他 －

－ 52 －
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事業所が抱えている問題点（南相馬市計） 
 

南相馬市計

東京電力の賠償問題

地震・津波被害からの復旧

事業所の移転

受注の減少

顧客の減少

外注先の不足

労働力不足

現在の雇用の維持

資金の不足

借入金の増加

二重ローン問題

売掛金回収が困難

賃金の上昇

資材・燃料費の高騰

輸送コストの増大

その他の経費の増大

製品の放射能測定

風評被害

今後の事業継続の見通し

地域の除染の進捗状況

家族の状況（避難等による不安など）

その他

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 53 －
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原町区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 20 40 60 80 100 120 140 160

東京電力の賠償問題 
地震・津波被害からの復旧 

事業所の移転 
受注の減少 
顧客の減少 

外注先の不足 
労働力不足 

現在の雇用の維持 
資金の不足 

借入金の増加 
二重ローン問題  
売掛金回収が困難 

賃金の上昇 
資材・燃料費の高騰 
輸送コストの増大  
その他の経費の増大 

製品の放射能測定  
風評被害 

今後の事業継続の見通し 
地域の除染の進捗状況 

家族の状況（避難等による不安な…

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 

－ 54 －
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鹿島区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

東京電力の賠償問題 
地震・津波被害からの復旧 

事業所の移転 
受注の減少 
顧客の減少 

外注先の不足 
労働力不足 

現在の雇用の維持 
資金の不足 

借入金の増加 
二重ローン問題  
売掛金回収が困難 

賃金の上昇 
資材・燃料費の高騰 
輸送コストの増大  
その他の経費の増大 

製品の放射能測定  
風評被害 

今後の事業継続の見通し 
地域の除染の進捗状況 

家族の状況（避難等による不安な…

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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小高区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 2 4 6 8 10

東京電力の賠償問題 
地震・津波被害からの復旧 

事業所の移転 
受注の減少 
顧客の減少 

外注先の不足 
労働力不足 

現在の雇用の維持 
資金の不足 

借入金の増加 
二重ローン問題  
売掛金回収が困難 

賃金の上昇 
資材・燃料費の高騰 
輸送コストの増大  
その他の経費の増大 

製品の放射能測定  
風評被害 

今後の事業継続の見通し 
地域の除染の進捗状況 

家族の状況（避難等による不安な…

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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小高区（その他） 
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東京電力の賠償問題 
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現在の雇用の維持 
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二重ローン問題  
売掛金回収が困難 

賃金の上昇 
資材・燃料費の高騰 
輸送コストの増大  
その他の経費の増大 

製品の放射能測定  
風評被害 

今後の事業継続の見通し 
地域の除染の進捗状況 

家族の状況（避難等による不安な…

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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南相馬市計 
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地域の除染の進捗状況 

家族の状況（避難等による不安など） 

その他 
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設問２ 貴事業所の雇用についてお伺いします。

Ｑ１ 平成２３年２月（震災前）と平成２７年９月（昨年）、平成２８年９月

（現在）の従業員数を「正社員「臨時」「パート」に分けてお答えくだ

さい。

 
正社員 （単位:人） 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

原町区

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

鹿島区

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

小高区

平成 年 月 －

平成 年 月 －

平成 年 月 －

小高区

（その他）

平成 年 月 －

平成 年 月 －

平成 年 月 －

臨時職員

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

原町区

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

鹿島区

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

小高区

平成 年 月 －

平成 年 月 －

平成 年 月 －

小高区

（その他）

平成 年 月 －

平成 年 月 －

平成 年 月 －
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パート

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

原町区

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

鹿島区

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

小高区

平成 年 月 －

平成 年 月 －

平成 年 月 －

小高区

（その他）

平成 年 月 －

平成 年 月 －

平成 年 月 －

南相馬市全体 
正社員 臨時職員 パート

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月
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原町 鹿島 小高 小高（その他） 
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製造業 
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臨時職員 
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南相馬市全体 

 
 
表は回答企業の従業員数の推移を示したものである。正社員についてみると、

原町区と鹿島区では震災前と比較すると製造業の回復が遅れているものの、そ

の他の業種については、ほぼ震災前水準に回復している。これに対し、小高区

と小高区（その他）では回復が遅れている。避難が企業経営に大きな影響を与

えていることがわかる。 
臨時職員とパートについては、回復は避難地域外でもやや遅れている。特に

製造業と小売業の回復が遅い。特にパートは女性の比率が高いため、避難の影

響を大きく受けている。 
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Ｑ２ 過去２年（Ｈ 年度、Ｈ 年度）に「正社員」「臨時」を新規雇用

された事業所にお伺いします。

１）採用者の性別・年代ごとの人数をお答えください。

男性 （単位：人） 
代 代 代 代 代 代以上 計

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

南相馬市計

 
女性 （単位：人）

代 代 代 代 代 代以上 計

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業
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鹿島区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

南相馬市計

 
南相馬市全体 男性 （単位：%） 

 
 
 
 
 

16% 

26% 

17% 

14% 

14% 

13% 

10代 
20代 
30代 
40代 
50代 
60代以上 
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南相馬市全体 女性 （単位：%） 

 
 
ただし、採用数を見ると大きく異なる状況が表れる。回答企業の平成 27・28

年度の従業員採用数（正社員+臨時社員）は、1,139 人に達する。これは総従業

員数の 2 割を超える数字である。原町区地区を中心として、企業の採用活動は

非常に活発である。にもかかわらず、従業員数が十分に回復していないのは、

退職者が多いためである。企業は常に大量の退職者に悩まされ、その補充に追

われている。それが企業に「労働力が不足している」との意識を持たせること

につながっている。 
採用者は 20 代が最も多いものの、30 代以上の採用者も多い。通常、企業の

採用者は 10 代と 20 代に集中するが、南相馬市では若年者が少ないため、十分

な労働力を確保できない状況が続いている。それが高い年齢の労働者の採用と

大量退職につながっているのである。 
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男性（業種別） （単位：人） 

 
 
女性（業種別） （単位：人） 
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２）どのような方を採用されましたか。

（単位：人）

新卒
経験者の

中途採用

未経験者

の中途採

用

震災後の

離職者の

再雇用

その他

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業 － － － － －

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － －

小売業

サービス業

計

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計
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採用者で最も多いのは、「未経験者の中途採用」で、全体の約 4 割を占める。

この傾向は特に原町区の製造業で顕著である。１）の設問の回答で 30 代以上の

採用者が多いのは、このためである。しかし、このような採用活動は質的に課

題のある従業員の大量採用につながりかねないというリスクを持つ。それが復

興の遅れにもつながっている。 
 
３）２）で③（未経験者の中途採用）を選択された方にお伺いします。それら

の方は主にどのような職業を経験された方ですか。

（単位：人） 
農林水産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不明

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業
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原町 鹿島 小高 小高（その

他） 

その他 
震災後の離職者の再雇用 
未経験者の中途採用 
経験者の中途採用 
新卒 
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小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業 － － － － － － －

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

 

 
それでは、「未経験の中途採用者」はどのような経歴を持っているのであろう

か。上の表を見ると、「未経験」であっても類似する業界での就業経験のあるも

のが中心となっていることがわかる。しかし、類似する業界であっても求めら

れる資質には違いがあり、それがミスマッチを起こして大量の退職につながっ

ていると考えられる。 
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原町 鹿島 小高 小高（その他） 

不明 
サービス業 
小売業 
卸売業 
建設業 
製造業 
農林水産業 
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４）従業員はどの地域から雇用されましたか。

（単位：人）

南相馬市内

南相馬市

を除く

浜通り

北部地域

浜通り

北部地域

を除く

福島県内

宮城県内

福島県・

宮城県を

除く

東北地方

東北地方

以外

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

南相馬市計

 
従業員の採用地域を見ると、全体の約 3 分の 2 が市内からの採用である。労

働力が不足している一方で広域的な雇用が進んでいない。その理由として、住

宅の不足が指摘できる。現在、南相馬市内においてはアパートなどが大幅に不

足し、地域外から従業員を雇用しようとしても、住む場所を確保できない状況

が続いている。規模の大きい企業では社宅を建設するなどの対応をとっており、

全国から雇用を進めている。しかし、大部分の中小企業はそのような対応をと

ることができない。 
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また、小規模な企業は縁故採用などに頼る比率が多く、ノウハウがないため

に広域的な採用体制を整えられていない企業も多い。この結果、地域内に労働

力が不足しているにもかかわらず地元採用の比重が高まり、労働力不足に拍車

をかけることとなる。 
 

（単位：人） 

 
 
５）４）で①と②のみ選択された方に伺います。遠方から採用されなかったの

はなぜですか。あてはまるものをすべて選んでください。 
 

従業員を遠方から採用しなかった理由として最も指摘されているのは「宿舎

が確保できない」ことである。これは先に指摘した通りであるが、二番目に多

いのが「近辺だけで十分に労働力を確保できる」との回答である。「労働力不足」

が深刻な状況の中でこのような回答が多いことは理解に苦しむが、「その他」の

自由記述では「募集をしても集まらない」との記述も多く、「近くから集める以

外に集められない」との思いがあるものと考えられる。 
さらに、「通勤手当や住居手当を支給できない」との回答も多く、企業の経営

面の回復の遅さも影響していることが示されている。 
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（単位：件） 
近辺だけ

で十分な

労働者を

雇用

できる

宿舎など

住む場所

を確保で

きない

通勤手当

や住居手

当を支給

できない

従業員を

募集する
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その他

原町区

製造業
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卸売業

小売業
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鹿島区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

南相馬市計
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Ｑ３ 貴事業所で支払っている賃金は震災前および昨年に比べてどのように

変化していますか。正社員・臨時社員については ヶ月の平均的な賃金

を、パートについては時給をお答え下さい。

南相馬市内企業の平均賃金 
（単位 円） 

正社員 臨時社員 パート

震災前 昨年 現在 震災前 昨年 現在 震災前 昨年 現在

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売

業
 

小
売

業
 

サ
ー
ビ
ス

業
 

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売

業
 

小
売

業
 

サ
ー
ビ
ス

業
 

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売

業
 

小
売

業
 

サ
ー
ビ
ス

業
 

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売

業
 

小
売

業
 

サ
ー
ビ
ス

業
 

原町 鹿島 小高 小高（その他） 
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小高区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

 
上記のような動きと連動して、労働賃金は上昇傾向を強めている。震災前と

平成 27・28 年の賃金水準を比較すると、上昇しているものが多い（低下してい

るものは表中に赤字で示した）。特に賃金の上昇が著しいのは原町区で、隣接す

る鹿島区では建設業を除けば、それほど大きな上昇は認められない。避難解除

された小高区も同様である。復興事業で事業の膨張が著しい建設業を除けば、

賃金が大幅に上昇しているのは原町区を中心とした比較的狭い範囲に限定され

ると考えられる。であるならば、労働力の募集範囲を拡大させれば、労働力不

足問題などにも対応できる可能性が高いと考えられる。 
 
正社員 

 

0

50000
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150000

200000

250000

300000

350000
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卸
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製
造
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建
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卸
売
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小
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サ
ー

ビ
ス
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製
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建
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卸
売
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小
売
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サ
ー

ビ
ス

業
 

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売

業
 

小
売

業
 

サ
ー

ビ
ス

業
 

原町 鹿島 小高 小高（その他） 

震災前 昨年 現在 
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臨時社員 

 
パート 

 
 
Ｑ４ 従業員募集及び採用についてどのような問題がありますか。あてはまる

ものをすべて選んで下さい。

従業員の募集・採用に関する問題として最も多いのは「募集をしても必要な

人数が集まらない」で、回答の約 割を占めている。

0
50000
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150000
200000
250000
300000
350000
400000
450000
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建
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卸
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小
売

業
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ビ
ス
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製
造
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建
設

業
 

卸
売
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小
売

業
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ー

ビ
ス

業
 

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売
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小
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サ
ー

ビ
ス

業
 

製
造

業
 

建
設

業
 

卸
売

業
 

小
売

業
 

サ
ー

ビ
ス

業
 

原町 鹿島 小高 小高（その他） 

震災前 昨年 現在 

0
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製
造
業

 

建
設
業

 

卸
売
業

 

小
売
業

 

サ
ー
ビ
ス

業
 

製
造
業

 

建
設
業

 

卸
売
業

 

小
売
業

 

サ
ー
ビ
ス

業
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製
造
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建
設
業

 

卸
売
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小
売
業

 

サ
ー
ビ
ス

業
 

原町 鹿島 小高 小高（その他） 

震災前 昨年 現在 
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次いで「期待した技術・技能を持っていない」「賃金水準が上がった」の順で、

地域による差はあまり見られない。ただし、「期待した技術・技能を持ってい

ない」の回答は、特に製造業と建設業で多い。

また、商業部門における従業員募集・採用に関する課題は、原町区地区に集

中する傾向が強い。これは原町区が商業集積地域であるためであるが、加えて、

前述のように労働力不足と賃金上昇が最も強く表れていることによるものと考

えられる。 
 

（単位：件） 

 
 
 
 

募集しても必要な人数が集まらない期待した技術・技能を持っていない賃金水準が上がった　広い地域から募集しないと集まらない採用しても定着しない住む場所がないので外から人を呼べない寮の建設などで経費がかかる　労務管理が難しくなったその他
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計

鹿島区

小高区

小高区
（その他）

南相馬市計

原町区
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原町区 

 
 
鹿島区 

 
 

0
20
40
60
80

100
120
140
160

サービス業 
小売業 
卸売業 
建設業 
製造業 

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

サービス業 
小売業 
卸売業 
建設業 
製造業 
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小高区 

 
 
小高区（その他） 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

サービス業 
小売業 
卸売業 
建設業 
製造業 

0

2

4

6

8

10

12

14

サービス業 
小売業 
卸売業 
建設業 
製造業 
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南相馬市全体

Ｑ５ 現在の雇用人員についてどのようにお考えですか。量的・質的両面から

お答えください。

（単位：件） 
１）量的に ２）質的に

過剰

である

適正

である

不足して

いる

課題が

ある

適正で

ある

期待以上

である

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200
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小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

計

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計

 
雇用人員はほぼ半数の企業が不足していると指摘している。鹿島区地区では

その比率はやや低いが、それ以外の地区では労働力の逼迫感が強いものになっ

ている。 
また、質的な問題も大きい。鹿島区地区を除けば、ほぼ半数の企業が労働力

に質的な課題があると回答している。先に指摘した通り、南相馬市の商工業は

必要な労働力を量的には回復しつつあるが、質的には課題が大きく、それが産

業の復興を遅らせている。 
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１）量的に 

 
 
２）質的に 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 

原
町

 
鹿

島
 

小
高

 
小

高
（

そ
の

他
）

 

過剰である 適正である 不足している 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 

原
町

 
鹿

島
 

小
高

 
小

高
（

そ
の

他
）

 

課題がある 適正である 期待以上である 
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南相馬市計 量的に

南相馬市計 質的に

2% 

43% 

55% 

過剰である 
適正である 
不足している 

54% 
44% 

2% 

課題がある 
適正である 
期待以上である 
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Ｑ６ 現在の雇用状況では、どのような問題が発生していますか。あてはまる

ものをすべて選んでください。

（単位：件） 

人員不足

により、

事業継続

が困難

である

人員不足

により、操

業率が低

下してい

る

人員不足

により、

ビジネス

チャンスを

逃してい

る

人件費が

上昇して

経営を

圧迫して

いる

労働力の

質が低下

している

人員が

過剰で

経営を

圧迫して

いる

特に

問題は

無い

その他

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計
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Ｑ６ 現在の雇用状況では、どのような問題が発生していますか。あてはまる

ものをすべて選んでください。

（単位：件） 

人員不足

により、

事業継続

が困難

である

人員不足

により、操

業率が低

下してい

る

人員不足

により、

ビジネス

チャンスを

逃してい

る

人件費が

上昇して

経営を

圧迫して

いる

労働力の

質が低下

している

人員が

過剰で

経営を

圧迫して

いる

特に

問題は

無い

その他

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計
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雇用に対する問題点 （単位：人） 
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小高（その他） サービス業 
小高（その他） 小売業 
小高（その他） 卸売業 
小高（その他） 建設業 
小高（その他） 製造業 
小高 サービス業 
小高 小売業 
小高 卸売業 
小高 建設業 
小高 製造業 
鹿島 サービス業 
鹿島 小売業 
鹿島 卸売業 
鹿島 建設業 
鹿島 製造業 
原町 サービス業 
原町 小売業 
原町 卸売業 
原町 建設業 
原町 製造業 
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現在の雇用状況が発生させている問題としては、「人員不足によりビジネスチ

ャンスを逃している」と「人員不足により操業率が低下している」が多くあげ

られている。さらに、「労働力の質が低下している」との指摘も多い。これまで

の回答と共通した傾向が認められる。 
ここで留意しなければならないのは、これらの回答が原町区地区に集中して

いることである。労働力問題が原町区地域に特に強く表れていることが、ここ

でも示されている。 
 

設問３ 震災後の設備投資について

Ｑ１ 貴事業所の平成 ～ 年度の投資額をお答え下さい。（概数で結構です。

年度は見込みで。）

図表に各地区の業種別投資額を示した。原町区と鹿島区では平成 年度に、

小高区と小高区（その他）では、平成 年度に投資額のピークが表れる。中通

り地域では震災復旧のために平成 年度の投資が最も大きくなるが、南相馬で

は投資のピークが ～ 年遅れている。これは原発事故の影響と避難解除が遅れ

たためである。いずれの地区も投資のピークは 年に集中し、それを過ぎると

投資額は急減している。

業種別に見ると、最も投資額が大きいのは製造業である。しかし、その内訳

をみると、原町区では機械・設備が、鹿島区では土地・建物が、小高区（その

他）ではその他が最も大きな比重を持っており、地域による違いが大きい。

売り上げが好調な建設業の投資額が少ないのは、復旧工事終了後の受注の減

少を見込み、設備等を新設・購入するのではなく、リースで済ませているため

である。投資の動きは比較的鈍いと考えられる。

原町区 （単位：万円）

土地・建物 機械・設備 車両・運搬具 その他 計

製造業
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建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区 （単位：万円）

土地・建物 機械・設備 車両・運搬具 その他 計

製造業
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建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区 （単位：万円）

土地・建物 機械・設備 車両・運搬具 その他 計

製造業
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建設業

卸売業

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

小売業

サービス業

計

小高区（その他） （単位：万円）

土地・建物 機械・設備 車両・運搬具 その他 計

製造業
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建設業

卸売業

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

小売業

サービス業

計
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Ｑ２ 設備投資にあたり、補助金は活用しましたか。

（単位：件） 

活用した 活用しなかった

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

小高区

製造業

建設業

卸売業 － －

小売業

サービス業

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － －

小売業

サービス業

南相馬市計

 
 

設備投資にあたり、過半数の企業が補助金を活用していない。業種別に見る

と、製造業や建設業では補助金の利用が多いが、小売業やサービス業では利用

は少ない。これは企業の規模や経営体制の影響であると考えられる。 
また、地域別に見ると、小高区と小高区（その他）の利用が比較的多い一方

で、鹿島区の利用は少ない。避難地域指定の差の影響もあるものと考えられる。 
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（単位：％） 

 

南相馬市計

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 

原
町

 
鹿

島
 

小
高

 
小

高
（
そ

の

他
）

 

活用した 活用しなかった 

49% 
51% 

活用した 
活用しなかった 
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Ｑ３ Ｑ２で①活用した方にお聞きします。設備投資にあたり、どのような補

助金を活用しましたか。あてはまるものをすべて選んで下さい。

（単位：件）

事業再開

等補助金

グループ

補助金

企業立地

補助金

中小企業等

復旧復興

支援補助金

ものづくり

補助金

小規模事

業者持続

化補助金

その他 計

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

鹿島区

製造業

建設業
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サービス業

南相馬市計
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Ｑ３ Ｑ２で①活用した方にお聞きします。設備投資にあたり、どのような補

助金を活用しましたか。あてはまるものをすべて選んで下さい。

（単位：件）
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南相馬市計
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（単位：件）

利用している補助金では「グループ補助金」が最も多く、補助件数の過半数

を占めている。次いで多いのは「中小企業等復旧復興支援補助金」であるが、

利用件数はグループ補助金の 分の 強に過ぎず、グループ補助金への特化が

顕著になっている。
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Ｑ４ Ｑ２で②活用しなかった方にお聞きします。活用しなかった理由ななぜ

ですか。あてはまるものをすべて選んで下さい。

 
補助金を利用しなかった理由として最も多く指摘されているのは「要件に合

わなかった」である。次いで「どのような補助金があるのかわからなかった」、

「手続きなどに手間がかかり面倒だった」の順に続く。 
ここで注目されるのは、比較的小規模な企業が多い、サービス業などで活用

しなかったケースが多いことである。小規模な企業では個人経営が多く、情報

収集が不十分である上に、組織体制も整っていない。このような小規模企業へ

の支援体制を検討することが必要である。 
（単位：件） 
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小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

南相馬市計

 
（単位：件） 
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設問４ イノベーション・コースト構想についてお伺いします

Ｑ１ 平成２８年６月に、南相馬市（原町区区萱浜地域）では「ロボットテス

トフィールド」及び産学官共同研究施設の建設が決定しており、今後の

地域経済の発展に期待できますがどのような面で期待できますか。あて

はまるものをすべて選んで下さい。

施設等

の建設に

伴う経済

効果

備品・

消耗品等

の購入に

伴う

経済効果

ロボット等

の製造業が

発展するこ

とに

伴う

経済効果

交流人口の

拡大に伴う

小売業・サ

ービス業へ

の経済効果

イベント

の増大に

伴う経済

効果

地域イメー

ジの向上

や風評被

害の払拭

に効果

雇用の増

大に伴う定

住人口の

増大

その他

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計
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設問４ イノベーション・コースト構想についてお伺いします

Ｑ１ 平成２８年６月に、南相馬市（原町区区萱浜地域）では「ロボットテス

トフィールド」及び産学官共同研究施設の建設が決定しており、今後の

地域経済の発展に期待できますがどのような面で期待できますか。あて

はまるものをすべて選んで下さい。

施設等

の建設に

伴う経済

効果

備品・

消耗品等

の購入に

伴う

経済効果

ロボット等

の製造業が

発展するこ

とに

伴う

経済効果

交流人口の

拡大に伴う

小売業・サ

ービス業へ

の経済効果

イベント

の増大に

伴う経済

効果

地域イメー

ジの向上

や風評被

害の払拭

に効果

雇用の増

大に伴う定

住人口の

増大

その他

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計
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小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計

イノベーション・コースト構想で期待されているのは、「施設等の建設にと

もなう経済効果」「ロボット産業などの製造業の発展」「交流人口の拡大」「地

域イメージの向上」などである。かなり大きな期待が寄せられていると言える。

ただし、これらの意見は原町区から寄せられるものが多く、他の地域には十分

に波及していない。これを拡大していくことが課題である。
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雇用の増大にともなう定住人口の増大 
地域イメージの向上や風評被害の払拭に効果 
イベントの増大にともなう経済効果 
交流人口の拡大にともなう小売業・サービス業への経済効果 
ロボット等の製造業が発展することにともなう経済効果 
備品・消耗品等の購入にともなう経済効果 
施設等の建設にともなう経済効果 
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小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計

イノベーション・コースト構想で期待されているのは、「施設等の建設にと

もなう経済効果」「ロボット産業などの製造業の発展」「交流人口の拡大」「地

域イメージの向上」などである。かなり大きな期待が寄せられていると言える。

ただし、これらの意見は原町区から寄せられるものが多く、他の地域には十分

に波及していない。これを拡大していくことが課題である。
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ロボット等の製造業が発展することにともなう経済効果 
備品・消耗品等の購入にともなう経済効果 
施設等の建設にともなう経済効果 
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設問５ 福島相双復興官民合同チームについてお伺いします

Ｑ１ 内閣府では、平成２７年７月に福島相双復興官民合同チームを立ち上げ、

南相馬市を含む被災１２市町村の事業者を支援していますが、官民合同

チームの訪問を受けましたか。

（単位：件）
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これから訪問を

受ける予定である
受けていない わからない
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調査企業のうち約 3 分の 2 の事業所が官民合同チームの訪問を受けている。

ただし、小高区地区、小高区地区（その他）の企業のほとんどが訪問を受けて

いるのに対し、鹿島区地区の企業のうち訪問を受けたのは半数以下にとどまっ

ており、地域差が大きい。避難地域の重視が必要であることは理解できるが、

鹿島区地区の復興も遅れており、今後重視していくことが必要である。 
 

（単位：件） 
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Ｑ２ 官民合同チームでは、あらゆる支援事業を行っていますが、支援を受け

たいですか。受けたい支援をすべて選んで下さい。

 
官民合同チームに受けたい支援を図表に示した。「人材マッチングによる人材

確保支援事業」と「官民合同チーム個別訪問支援事業」への期待が大きく、人

材確保と経営のための助言指導を期待する声が大きい。 
しかしその一方で「特になし」との回答が回答企業の 27％を超える企業から

なされている。官民合同チームの活動が企業の側に十分に伝わっていないと考

えられる。官民合同チームの活動の広報も充実させていく必要があると考える。 
 

（単位：件） 
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（単位：件） 
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設問６ 東京電力㈱の損害賠償についてお伺いします

Ｑ１ 東京電力㈱は、平成２７年８月以降は向こう２年間の減収分の支払いを

することになっていますが、貴事業所ではこの期間の賠償請求をされま

したか。

（単位：件）

賠償を請

求し、認め

られた

賠償を請求し
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（単位：％）

「賠償の対象外」と「その他」との回答が 社あるが、残りの 社の内、

「平成 年 月以前の賠償請求が完了していない」との回答が 社で最も多

い。その後の賠償申請については、賠償が認められたのが 社、一部認められ

たのが 社、認められなかったのが 社と、 ％の企業が賠償を認められて

いる。逆に言えば、 ％の企業が、一部または全部賠償を認められていない。

賠償請求が終わっていない企業や賠償を認められなかった企業への支援対応が

求められる。
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Ｑ２ Ｑ１のような東京電力㈱の賠償方針について、どのようにお考えですか。

あてはまるものをすべて選んで下さい。

（単位：件）

損害がな

くなるまで

の賠償の

継続が必
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わからない その他

原町区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

鹿島区

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

計

小高区

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

計

小高区

（その他）

製造業

建設業

卸売業 － － － － － － －

小売業

サービス業

計

南相馬市計
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（単位：％）

 
東電の賠償については打ち切りがやむを得ないとの意見は 2 割に満たず、賠

償を継続すべきとの意見が強い。約 3 割の回答者は損害がなくなるまでの継続

を求めている。また、「現行の損害賠償制度は不適切であり、別の制度で賠償

をやり直すべき」「現行賠償制度はわかりにくく、必要な賠償が受けられたか

どうかよくわからない」との回答もそれぞれ約 2 割あり、現行の賠償制度その

ものが信頼されていないことが伺われる。 
この意見の動向には大きな地域差は認められず、各地区ともほぼ同様の意見

が寄せられている。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 

原
町

 
鹿
島

 
小
高

 
小
高
（
そ
の

他
）

 

損害がなくなるまでの賠償の継続が必要 

現行の賠償制度は不適切であり、別の制度で賠償をやり直すべき 

現行制度は説明がわかりにくく、必要な賠償が受けられたかどうかわからない 

現行の制度に不満はあるが、賠償打ち切りはやむを得ない 

現行の制度、賠償の打ち切りともに妥当である 

わからない 

その他 
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Ｑ３ 賠償金がなくなったらどうしますか。あてはまるものをすべて選んで

下さい。

（単位：件）

損害賠償が打ち切られた後も約 ％の企業が今まで通り営業を継続すると回

答している。しかし、「廃業する」との回答も 割を超え、「給与を下げる」

「人員を削減する」との回答も合わせて 割を超えている。特に原町区の卸売

業と小高区のサービス業、小高区 その他 の小売業では、廃業するとの回答が

割を超えている。賠償の打ち切りは、地域経済に大きな打撃を与えることにな

ると考えられる。

廃業する
業種転換
する

移転する
給与を下
げる

人員を削
減する

生産を縮
小する

その他
今まで通
り継続す
る

もともと賠
償の対象
外である

わからな
い

製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業 － － － － － － － － － －
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業 － － － － － － － － － －
小売業
サービス業
計

小高区

小高区（そ
の他）

計

原町区

鹿島区
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（単位：％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
製造業 
建設業 
卸売業 
小売業 

サービス業 

原
町

 
鹿

島
 

小
高

 
小

高
（

そ
の

他
）

 

廃業する  業種転換する 
移転する  給与を下げる 
人員を削減する 生産を縮小する 
その他 今まで通り継続する  
もともと賠償の対象外である わからない 
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Ｑ４ 東京電力㈱の損賠賠償打ち切りに対して、行政等にどのような支援を期

待しますか。最もあてはまるものを３つまで選んでください。

 
（単位 件）

 
 

行政などに求める支援策としては、「税の減免」を求める声が多い。次いで、

東電に対する賠償継続の要望、賠償金に代わる新しい補助制度が多く求められ

ている。 
地区別に見ると小高区と小高区(その他)で、業種的には製造業で、賠償継続を

求める声が強い。復興の遅れている地区・業種では、賠償金の持つ意味は依然

として大きい。 

東京電力
に対する
賠償継続
の要望

賠償金に
代わる補
助制度の
制定

税の減免
などの実
施

産業支援
政策の充
実

企業の経
営指導等
の充実

生活支援
政策の充
実

新しい産
業の誘
致・振興

その他

製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業 － － － － － － － －
小売業
サービス業
計
製造業
建設業
卸売業 － － － － － － － －
小売業
サービス業
計

原町区

鹿島区

小高区

小高（その
他）

計
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（単位：件）

 

0

50

100

150

200

250

300

原町 原町 原町 原町 原町 

鹿島 鹿島 鹿島 鹿島 鹿島 

小高 小高 小高 小高 小高 

小高（その他） 小高（その他） 小高（その他） 小高（その他） 小高（その他） 
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設問７ 製造業を営まれている事業所にお伺いします 

Ｑ１ 震災前に比較して、貴事業所の取引先（受注・発注）はどう変化しまし

たか。変化した場合はおよそ何％程度変化したのかもお答えください。

 
受注先数 （単位：件・％） 

増加した 減少した
変化して

いない
増加率 減少率

原町区 ％ ％

鹿島区 ％ ％

小高区 － ％

小高区

その他
－ ％

南相馬市計

発注先数 （単位：件・％） 

増加した 減少した
変化して

いない
増加率 減少率

原町区 ％ ％

鹿島区 ％ －

小高区 － ％

小高区

その他
－ ％

南相馬市計

受注先数 （単位：％） 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

原町 

鹿島 

小高 

小高(その他) 

増加した 減少した 変化していない 
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発注先数 （単位：％）

受注先および発注先数を見ると、受注先数の減少が目立つ。この傾向は特に

小高区、小高区 その他 と原町区で顕著である。原発事故による避難の影響が

現れていることがうかがわれる。

これに対し、発注先は原町区以外はあまり変化していない。震災前からの工

業集積地域である原町区の打撃が最も大きいことがわかる。

Ｑ２ 現在の受注先のうち、震災前からの取引が占める割合はどの程度ですか。

 
（震災前 ）

件数 金額

原町区

鹿島区

小高区

小高区 その他

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

原町 

鹿島 

小高 

小高(その他) 

増加した 減少した 変化していない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

原町 

鹿島 

小高 

小高(その他) 

件数 金額 
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取引関係の変化を見ると、小高区、小高区(その他)、鹿島区地区に比べて、原

町区の取引先の減少が目立つ。ただし、いずれの地区も件数に比べて金額の減

少が大きく、原町区と小高区では 6 割台、鹿島区と小高区(その他)でも 7 割台に

とどまっている。各地区とも独自の営業努力で取引を拡大しているため、先に

示した売上の数字はこの設問の数字よりも良いものの、各企業とも苦戦は避け

られない。それが製造業の復興の遅れにつながっていると考えられる。 
 
 
Ｑ３ 地元同業者との比較の中で貴事業所の現在の「強み」「課題」についてあ

てはまるものを３つまで選んで（ ）内に丸を付けてください。

また、今後「強化」していきたい項目についても、あてはまるものを

３つまで選んでください。

１）強み （単位：件）

原町区 鹿島区 小高区
小高区

その他
計

購入した機械・設備（新鋭機械、特殊機械など）

独自に改良・開発した機械・設備・治工具・金型等

専門性の高い高度技能者・技術者による生産力

社内に導入・開発したＩＴシステム

生産管理力（短納期、低コスト、高品質に対応）

生産・製品・部品などの設計・開発力

多様な加工データ、製品図面などの蓄積

特許などの知的財産の保有

組立・調整・配合・システム化などの製品化力

顧客ニーズ等の収集力、競合他社などの分析力

（マーケティング）

企画力・提案力・課題対応力

原料・材料・部品など資材の調整力

従来からの取引関係や顧客とのつながり

新たな顧客の開拓力

大学、工業試験場など研究機関との連携

行政機関との連携強化（補助金の利用等）

その他
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２）課題 （単位：件）

原町区 鹿島区 小高区
小高区

その他
計

購入した機械・設備（新鋭機械、特殊機械など）

独自に改良・開発した機械・設備・治工具・金型等

専門性の高い高度技能者・技術者による生産力

社内に導入・開発したＩＴシステム

生産管理力（短納期、低コスト、高品質に対応）

生産・製品・部品などの設計・開発力

多様な加工データ、製品図面などの蓄積

特許などの知的財産の保有

組立・調整・配合・システム化などの製品化力

顧客ニーズ等の収集力、競合他社などの分析力

（マーケティング）

企画力・提案力・課題対応力

原料・材料・部品など資材の調整力

従来からの取引関係や顧客とのつながり

新たな顧客の開拓力

大学、工業試験場など研究機関との連携

行政機関との連携強化（補助金の利用等）

その他

企業の「強み」として最も多く指摘されているのは「従来からの取引関係や

顧客とのつながり」で、「生産管理力」「購入した機械設備」が続く。取引・設

備・管理力の各面において、高い自己評価がなされている。これに対し、「課題」

として指摘されているのは「新たな顧客の開拓力」が最も多く、次いで「専門

性の高い高度技術者・技能者」となっている。しかし、指摘されている項目数

は「強み」に比べて少なく、「強み」が「課題」を上回っている。

「今後強化していくこと」としては、「新たな顧客の開拓」と「従来からの取

引関係や顧客とのつながり」が多く取引関係の維持・強化が重視されている。

次いで「専門性の高い高度技術者・技能者」、「生産管理力」「設計開発力」など

生産に関連する内容が指摘されている。
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しかし、前述のように製造業の復興は遅れている。その背景として企画開発

力が弱く下請型の生産体制になっていることがあるが、それに関しては明確に

把握されていない。「弱み」の自覚と改善が必要である。

３）今後の強化 （単位：件）

原町区 鹿島区 小高区
小高区

その他
計

購入した機械・設備（新鋭機械、特殊機械など）

独自に改良・開発した機械・設備・治工具・金型等

専門性の高い高度技能者・技術者による生産力

社内に導入・開発したＩＴシステム

生産管理力（短納期、低コスト、高品質に対応）

生産・製品・部品などの設計・開発力

多様な加工データ、製品図面などの蓄積

特許などの知的財産の保有

組立・調整・配合・システム化などの製品化力

顧客ニーズ等の収集力、競合他社などの分析力

（マーケティング）

企画力・提案力・課題対応力

原料・材料・部品など資材の調整力

従来からの取引関係や顧客とのつながり

新たな顧客の開拓力

大学、工業試験場など研究機関との連携

行政機関との連携強化（補助金の利用等）

その他
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１）強み （単位：件）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

購入した機械・設備（新鋭機械、特殊

機械など） 
独自に改良・開発した機械・設備・治

工具・金型等 
専門性の高い高度技能者・技術者によ

る生産力 

社内に導入・開発したＩＴシステム 

生産管理力（短納期、低コスト、高品

質に対応） 

生産・製品・部品などの設計・開発力 

多様な加工データ、製品図面などの蓄

積 

特許などの知的財産の保有 

組立・調整・配合・システム化などの

製品化力 
顧客ニーズ等の収集力、競合他社など

の分析力（マーケティング） 

企画力・提案力・課題対応力 

原料・材料・部品など資材の調整力 

従来からの取引関係や顧客とのつなが

り 

新たな顧客の開拓力 

大学、工業試験場など研究機関との連

携 
行政機関との連携強化（補助金の利用

等） 

その他 

原町 鹿島 小高 小高(その他) 
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２）課題 （単位：件）

0 5 10 15 20 25 30

購入した機械・設備（新鋭機械、特殊機械な

ど） 

独自に改良・開発した機械・設備・治工具・金

型等 

専門性の高い高度技能者・技術者による生産力 

社内に導入・開発したＩＴシステム 

生産管理力（短納期、低コスト、高品質に対

応） 

生産・製品・部品などの設計・開発力 

多様な加工データ、製品図面などの蓄積 

特許などの知的財産の保有 

組立・調整・配合・システム化などの製品化力 

顧客ニーズ等の収集力、競合他社などの分析力

（マーケティング） 

企画力・提案力・課題対応力 

原料・材料・部品など資材の調整力 

従来からの取引関係や顧客とのつながり 

新たな顧客の開拓力 

大学、工業試験場など研究機関との連携 

行政機関との連携強化（補助金の利用等） 

その他 

原町 鹿島 小高 小高(その他) 
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３）今後の強化 （単位：件）

0 5 10 15 20 25 30

購入した機械・設備（新鋭機械、特殊機械

など） 
独自に改良・開発した機械・設備・治工

具・金型等 
専門性の高い高度技能者・技術者による生

産力 

社内に導入・開発したＩＴシステム 

生産管理力（短納期、低コスト、高品質に

対応） 

生産・製品・部品などの設計・開発力 

多様な加工データ、製品図面などの蓄積 

特許などの知的財産の保有 

組立・調整・配合・システム化などの製品

化力 
顧客ニーズ等の収集力、競合他社などの分

析力（マーケティング） 

企画力・提案力・課題対応力 

原料・材料・部品など資材の調整力 

従来からの取引関係や顧客とのつながり 

新たな顧客の開拓力 

大学、工業試験場など研究機関との連携 

行政機関との連携強化（補助金の利用等） 

その他 

原町 鹿島 小高 小高(その他) 
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Ｑ４ Ｑ３で「今後強化していく」と回答されたことを行うために、どのよう

なことをお考えですか。現在計画されていること、すべて選んで下さい。

（単位：件）

原町区 鹿島区 小高区 小高区 その他 計

新しい設備の導入

設備の改良・開発

技術者・技能者の採用

ＯＪＴの強化

生産管理の強化

知的財産権の管理の強化

マーケティング力の強化

企画力の強化

資金力の強化

原料調達力の強化

営業力の強化・営業マンの採用

大学等との連携強化

特にない

その他

0 5 10 15 20 25 30 35

新しい設備の導入 
設備の改良・開発 

技術者・技能者の採用 
ＯＪＴの強化 

生産管理の強化 
知的財産権の管理の強化 
マーケティング力の強化 

企画力の強化 
資金力の強化 

原料調達力の強化 
営業力の強化・営業マンの採用 

大学等との連携強化 
特にない 
その他 

原町 鹿島 小高 小高(その他) 
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今後強化していくこととして最も多くあげられているのが「技術者・技能者

の採用」、次いで「生産管理の強化」「新しい設備の導入」「営業力の強化」であ

る。先の問いでは、今後の課題として顧客開拓力の強化が最も重視されていた

が、実際の活動面では生産面の重視が現れている。生産と営業のバランスをと

った経営を拡大していくことが期待される。

 

設問８ 建設業・土木業を営んでいる事業所にお伺いします

Ｑ１ 現在の貴事業所の全売上高に占める公共工事と民間工事の比率は、震災

前（平成２２年度）と比べ変化しましたか。全体を１００％とした場合

のおおよその比率で結構ですのでお答えください。

公共工事比率の変化 （単位：％）

震災前 震災後

原町区

鹿島区

小高区

小高区（その他）
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震災前後で公共工事の比率の変化を見ると、小高区以外では公共工事の比率

が増加している。これは復旧工事の増加のためである。しかし、避難地域であ

った小高区は除染事業なども環境省直轄で行われたため、地元企業が参入でき

ることが少なかった。それがこのような地域差をもたらしていると考えられる。

また、鹿島区で公共工事の比率が大きいのは、民需が小さいことが背景にある。

Ｑ２ 貴事業所のここ 年の受注動向をお教えください。（金額ベースで）

（単位：件）

公共工事 民間工事 全体
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震災前後で公共工事の比率の変化を見ると、小高区以外では公共工事の比率

が増加している。これは復旧工事の増加のためである。しかし、避難地域であ

った小高区は除染事業なども環境省直轄で行われたため、地元企業が参入でき

ることが少なかった。それがこのような地域差をもたらしていると考えられる。

また、鹿島区で公共工事の比率が大きいのは、民需が小さいことが背景にある。

Ｑ２ 貴事業所のここ 年の受注動向をお教えください。（金額ベースで）

（単位：件）
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昨年 年間の受注動向を見ると、「増加しつつある」と「減少しつつある」

がほぼ同数となっている。震災後、建設業の需要は増加を続けてきたが、ほぼ

ピークに達し、減少する傾向を見せ始めていると考えられる。しかし、建設業

は南相馬市の中で震災後、最も高い成長力を誇る産業である。その衰退は地域

経済に大きな影響を与える。今後の動向を注視することが必要である。

Ｑ３ 地元同業者との比較の中で貴事業所の現在の「強み」「課題」についてあ

てはまるものを３つまで選んで（ ）内に丸を付けてください。

また、今後「強化」していきたい項目についても、あてはまるものを

３つまで選んでください。

 
建設業の「強み」として最も多く指摘されているのは「技術力」、次いで「従

来からの取引関係」である。技術力に対する地震がうかがわれる。一方、「課

題」として最も多く指摘されているのは「人材」である。前述のように建設業

は労働力の不足が著しく、労働力の質も低下している。「人材」は最も必要な

ものである。 
「今後強化すべきもの」としては「技術力」と「人材」そして「営業力」が

指摘されている。バランスのとれた戦略であると言える。これが実践されるこ

とが期待される。 
 
１）強み （単位：件） 

原町区 鹿島区 小高区
小高区

（その他）
計

技術力

人材

営業力

所有設備

兼業部門の存在

資金力

マーケティング力

従来からの取引関係や顧客

とのつながりの強さ

特にない

その他
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２）課題 （単位：件） 

原町区 鹿島区 小高区
小高区

（その他）
計

技術力

人材

営業力

所有設備

兼業部門の存在

資金力

マーケティング力

従来からの取引関係や顧客

とのつながりの強さ

特にない

その他

 
 
３）今後の強化 （単位：件） 

原町区 鹿島区 小高区
小高区

（その他）
計

技術力

人材

営業力

所有設備

兼業部門の存在

資金力

マーケティング力

従来からの取引関係や顧客

とのつながりの強さ

特にない

その他
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１）強み 

 
 
２）課題 

 
 
３）今後の強化 
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Ｑ４ Ｑ３で「今後強化していく」と回答されたことを行うために、どのよう

なことをお考えですか。現在計画されていること、すべて選んで下さい。

（単位：件） 

原町区 鹿島区 小高区
小高区

（その他）
計

新しい設備の導入

設備の改良・開発

技術者・技能者の採用

ＯＪＴの強化

生産管理の強化

マーケティング力の強化 0 
資金力の強化

営業力の強化

特にない

その他

 

 

 
今後の方針として最も重視されているのは技術者・技能者の採用である。「人

材」不足が問題となっている現在、適切な判断である。次いで「営業力の強化」

があげられていることも評価できる。前述のように受注が減少に転じつつある

現在、営業の重要性は高まっている。適切な選択と言える。 
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設問９ 卸売業・小売業・サービス業・飲食業を営まれている事業所に

お伺いします

Ｑ１ 卸売業を営まれている事業所にのみお伺いします。（小売・サービス業

の方はＱ２へ）

１）この１年の間に、貴事業所の商圏に変化はありましたか。

単位：件

縮小した 拡大した
特に変化

していない
縮小地域 拡大地域

原町区 相双・双葉郡
市内・

双葉郡南部

鹿島区

小高区 － － －

小高区

その他
－ － －

南相馬市計

（単位：％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

原町 

鹿島 

小高 

小高(その他) 

縮小した 拡大した 特に変化していない 
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卸売業の商圏縮小は浜通り地域を中心に依然として縮小傾向が続いている。

この背景としては、避難解除された地域の人口が戻らず、小売業が復旧してい

ないことがある。ただし、一部の企業で商圏の拡大が見られる。特に注目され

るのは、福島第一原子力発電所よりも南の地域での商圏の拡大が見られること

である。この背景としては常磐自動車道、国道 号の開通などの交通網の整備

が進んでいることがある。今後の復興を考える上で、明るい要因である。

２）この１年の間に、貴事業所が取引されている小売店との取引に変化は

ありましたか。あてはまるものをすべて選んでください。

（単位：件）

既存商圏内の取

引先が減少した

既存商圏内の

取引先が増加

した

１店舗あたり

の取引額が

減少した

１店舗あたり

の取引額が

増加した

特に変化

はなかった

原町区

鹿島区

小高区 － － － － －

小高区

その他
－ － － － －

南相馬市計
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既存商圏内の取引先が減少した 

既存商圏内の取引先が増加した 

１店舗あたりの取引額が減少した 

１店舗あたりの取引額が増加した 

特に変化はなかった 

原町 鹿島 小高 小高(その他) 
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上の図表は卸売業の既存商圏内の変化の要因を示したものである。取引先の減

少と 店舗あたりの取引額の減少が起こっている。避難地域が解除されていく

中でも商圏の縮小が起こっているのは、これが原因である。この結果、売上の

回復も遅れることになった。

Ｑ２ 小売業・サービス業を営まれている事業所の方へのみお伺いします。（卸

売業の方はＱ３へ）現在の客数・客単価は震災前と比べどの程度の水準

ですか。震災前を とした指数でお答え下さい。

（震災前 ）

小売業 サービス業

客数（ ） 客単価（ ） 客数（ ） 客単価（ ）

原町区

鹿島区

小高区 －

小高区 その他
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小売業、サービス業では、震災復興関連の一部の企業では経営が好調である

ものの、個人向けの企業では回復の遅れが著しい。特に客数の減少は深刻で、

原町区で震災前の 割程度、鹿島区で同７割程度、小高区では半分以下の状態

にとどまっている。また、客単価も小高区、小高区 その他 のサービス業を除

けば、震災前に比べ 割程度減少している。鹿島区の小売業では約 分の も

減少している。客数の減少と客単価の減少が同時に起こっているために、経営

が困難になりつつあることがわかる。

Ｑ３ 地元同業者との比較の中で貴事業所の現在の「強み」「課題」についてあ

てはまるものを３つまで選んで（ ）内に丸を付けてください。

また、今後強化していきたい項目についても、あてはまるものを３つま

で選んでください。

１）強み （単位：件）

広告・宣
伝機能

営業時間
の長さ（営
業時間延
長・休日
削減）

商品提供
力（取扱い
商品の多
さ）

高品質商
品

差別化商
品や自社
ブランドの
開発

価格競争
力

販売サー
ビスの充
実

外販・外
商

新分野へ
の進出

小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業

社員の資
質強化

人材の確
保

仕入先・
顧客との
信頼関係
強化

店舗の整
備・拡充

駐車場の
整備

店舗の移
転・新設
等

マーケティ
ング力

ネット販売
などの強
化

その他

小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業

計

小高区(そ
の他)

原町区

鹿島区

小高区

小高区(そ
の他)

原町区

小高区

計

鹿島区

－ 128 －



129 
 

「強み」についてみると、「商品提供力」と「高品質商品」の指摘が多い。

取扱商品に対する自信がうかがわれる。これに次ぐのは「仕入れ先・顧客との

信頼関係」であるが、鹿島区地域・小高区地域でこれに対する回答の比率がや

や高いのに対し、原町区ではそれほど高くない。原町区では商業の高度化が進

みつつあることがうかがわれる。 
課題については、圧倒的に「人材」に関する指摘が多い。震災後、人材の確

保が困難になっており、その拡充を望む声が強い。営業時間が延ばせないとの

指摘もこれと関連している。 
 
２）課題 （単位：件） 

 
 

広告・宣
伝機能

営業時間
の長さ（営
業時間延
長・休日
削減）

商品提供
力（取扱い
商品の多
さ）

高品質商
品

差別化商
品や自社
ブランドの
開発

価格競争
力

販売サー
ビスの充
実

外販・外
商

新分野へ
の進出

小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業

社員の資
質強化

人材の確
保

仕入先・
顧客との
信頼関係
強化

店舗の整
備・拡充

駐車場の
整備

店舗の移
転・新設
等

マーケティ
ング力

ネット販売
などの強
化

その他

小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業

計

計

原町区

鹿島区

小高区

小高区(そ
の他)

原町区

鹿島区

小高区

小高区(そ
の他)

－ 129 －



130 
 

３）今後の強化 （単位：件） 

 
 

今後強化すべきこととしては、「社員の資質強化」が「人材の確保」を上回

っている。現状を勘案すれば、「確保」は難しく、現在いる社員の資質を強化

すべきとの指摘であると考えられる。その他には「広告・宣伝機能の強化」「販

売・サービスの充実」なども多く指摘されている。バランスのとれた戦略をと

っていると評価できる。 
 

広告・宣
伝機能

営業時間
の長さ（営
業時間延
長・休日
削減）

商品提供
力（取扱い
商品の多
さ）

高品質商
品

差別化商
品や自社
ブランドの
開発

価格競争
力

販売サー
ビスの充
実

外販・外
商

新分野へ
の進出

小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業

社員の資
質強化

人材の確
保

仕入先・
顧客との
信頼関係
強化

店舗の整
備・拡充

駐車場の
整備

店舗の移
転・新設
等

マーケティ
ング力

ネット販売
などの強
化

その他

小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業
小売業
サービス業

計

計

原町区

鹿島区

小高区

小高区(そ
の他)

原町区

鹿島区

小高区

小高区(そ
の他)
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１）強み （単位：件） 

 
 
 
 
 
 
 
 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

広告・宣伝機能 

営業時間の長さ（営業時間延長・休日削減） 

商品提供力（取扱い商品の多さ） 

高品質商品 

差別化商品や自社ブランドの開発 

価格競争力 

販売サービスの充実 

外販・外商 

新分野への進出 

社員の資質強化 

人材の確保 

仕入先・顧客との信頼関係強化 

店舗の整備・拡充 

駐車場の整備 

店舗の移転・新設等 

マーケティング力 

ネット販売などの強化 

その他 

原町 小売業 原町 サービス業 鹿島 小売業 
鹿島 サービス業 小高 小売業 小高 サービス業 
小高(その他) 小売業 小高(その他) サービス業 
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２）課題 （単位：件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 5 10 15 20 25 30 35

広告・宣伝機能 

営業時間の長さ（営業時間延長・休日削減） 

商品提供力（取扱い商品の多さ） 

高品質商品 

差別化商品や自社ブランドの開発 

価格競争力 

販売サービスの充実 

外販・外商 

新分野への進出 

社員の資質強化 

人材の確保 

仕入先・顧客との信頼関係強化 

店舗の整備・拡充 

駐車場の整備 

店舗の移転・新設等 

マーケティング力 

ネット販売などの強化 

その他 

原町 小売業 原町 サービス業 鹿島 小売業 
鹿島 サービス業 小高 小売業 小高 サービス業 
小高(その他) 小売業 小高(その他) サービス業 
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３）今後の強化 （単位：件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 5 10 15 20 25 30 35

広告・宣伝機能 

営業時間の長さ（営業時間延長・休日削減） 

商品提供力（取扱い商品の多さ） 

高品質商品 

差別化商品や自社ブランドの開発 

価格競争力 

販売サービスの充実 

外販・外商 

新分野への進出 

社員の資質強化 

人材の確保 

仕入先・顧客との信頼関係強化 

店舗の整備・拡充 

駐車場の整備 

店舗の移転・新設等 

マーケティング力 

ネット販売などの強化 

その他 

原町 小売業 原町 サービス業 鹿島 小売業 
鹿島 サービス業 小高 小売業 小高 サービス業 
小高(その他) 小売業 小高(その他) サービス業 
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設問 ０ 今後の支援等の要望についてお伺いします

Ｑ１．行政・商工会議所等に対し、どのような支援や施策を期待しますか。

あてはまるものを５つまで選んで下さい。

 
原町区 （単位：件） 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

南相馬市独自の特区制度創設

官民合同チームによる支援の充実

従業員の雇用維持に関する支援制度

税の減免 28 
賠償金の非課税化、過去の課税分の返還

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免

水道料・光熱費等公共料金の減免

事業継続・再開のための無利子の融資制度

借入金の返済猶予

事業所や製品・商品の放射能測定

市内の除染活動の早期完全実施

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備

中心市街地の活性化推進

中心部の居住機能の強化

復興イベントの開催

当地域住民・企業の高速道路無料化措置

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進

自然エネルギー開発等の新産業の創出

原発事故の収束、十分な賠償についての

要望活動

各種補助金制度などの紹介

商談会等の積極的な開催

新規事業開拓・転業のための各種支援

医療・福祉体制の充実

従業員確保のための各種支援

振興政策の作成・実施

その他
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鹿島区 （単位：件） 
製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

南相馬市独自の特区制度創設

官民合同チームによる支援の充実

従業員の雇用維持に関する支援制度

税の減免 6 
賠償金の非課税化、過去の課税分の返還

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免

水道料・光熱費等公共料金の減免

事業継続・再開のための無利子の融資制度

借入金の返済猶予

事業所や製品・商品の放射能測定

市内の除染活動の早期完全実施

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備

中心市街地の活性化推進

中心部の居住機能の強化

復興イベントの開催

当地域住民・企業の高速道路無料化措置

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進

自然エネルギー開発等の新産業の創出

原発事故の収束、十分な賠償についての

要望活動

各種補助金制度などの紹介

商談会等の積極的な開催

新規事業開拓・転業のための各種支援

医療・福祉体制の充実

従業員確保のための各種支援

振興政策の作成・実施

その他
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小高区 （単位：件） 
製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

南相馬市独自の特区制度創設

官民合同チームによる支援の充実

従業員の雇用維持に関する支援制度

税の減免 1 
賠償金の非課税化、過去の課税分の返還

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免

水道料・光熱費等公共料金の減免

事業継続・再開のための無利子の融資制度

借入金の返済猶予

事業所や製品・商品の放射能測定

市内の除染活動の早期完全実施

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備

中心市街地の活性化推進

中心部の居住機能の強化

復興イベントの開催

当地域住民・企業の高速道路無料化措置

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進

自然エネルギー開発等の新産業の創出

原発事故の収束、十分な賠償についての

要望活動

各種補助金制度などの紹介

商談会等の積極的な開催

新規事業開拓・転業のための各種支援

医療・福祉体制の充実

従業員確保のための各種支援

振興政策の作成・実施

その他

 
 
 
 
 
 

－ 136 －



137 
 

小高区（その他） （単位：件） 
製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計

南相馬市独自の特区制度創設

官民合同チームによる支援の充実

従業員の雇用維持に関する支援制度

税の減免 4 
賠償金の非課税化、過去の課税分の返還

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免

水道料・光熱費等公共料金の減免

事業継続・再開のための無利子の融資制度

借入金の返済猶予

事業所や製品・商品の放射能測定

市内の除染活動の早期完全実施

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備

中心市街地の活性化推進

中心部の居住機能の強化

復興イベントの開催

当地域住民・企業の高速道路無料化措置

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進

自然エネルギー開発等の新産業の創出

原発事故の収束、十分な賠償についての

要望活動

各種補助金制度などの紹介

商談会等の積極的な開催

新規事業開拓・転業のための各種支援

医療・福祉体制の充実

従業員確保のための各種支援

振興政策の作成・実施

その他
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南相馬市計 
（単位：件） 

南相馬市独自の特区制度創設

官民合同チームによる支援の充実

従業員の雇用維持に関する支援制度

税の減免

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免

水道料・光熱費等公共料金の減免

事業継続・再開のための無利子の融資制度

借入金の返済猶予

事業所や製品・商品の放射能測定

市内の除染活動の早期完全実施

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備

中心市街地の活性化推進

中心部の居住機能の強化

復興イベントの開催

当地域住民・企業の高速道路無料化措置

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進

自然エネルギー開発等の新産業の創出

原発事故の収束、十分な補償についての要望活動

各種補助金制度などの紹介

商談会等の積極的な開催

新規事業開拓・転業のための各種支援

医療・福祉体制の充実

従業員確保のための各種支援

振興政策の作成・実施

その他
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原町区 

 

0 50 100 150 200 250 300 350

南相馬市独自の特区制度創設 

官民合同チームによる支援の充実 

従業員の雇用維持に関する支援制度  

税の減免 

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還 

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免 

水道料・光熱費等公共料金の減免  

事業継続・再開のための無利子の融資制度 

借入金の返済猶予  

事業所や製品・商品の放射能測定 

市内の除染活動の早期完全実施 

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備 

中心市街地の活性化推進 

中心部の居住機能の強化 

復興イベントの開催  

当地域住民・企業の高速道路無料化措置 

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進  

自然エネルギー開発等の新産業の創出 

原発事故の収束、十分な補償についての要望…

各種補助金制度などの紹介 

商談会等の積極的な開催 

新規事業開拓・転業のための各種支援 

医療・福祉体制の充実  

従業員確保のための各種支援 

振興政策の作成・実施 

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 計 
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鹿島区 

 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

南相馬市独自の特区制度創設 

官民合同チームによる支援の充実 

従業員の雇用維持に関する支援制度  

税の減免 

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還 

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免 

水道料・光熱費等公共料金の減免  

事業継続・再開のための無利子の融資制度 

借入金の返済猶予  

事業所や製品・商品の放射能測定 

市内の除染活動の早期完全実施 

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備 

中心市街地の活性化推進 

中心部の居住機能の強化 

復興イベントの開催  

当地域住民・企業の高速道路無料化措置 

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進  

自然エネルギー開発等の新産業の創出 

原発事故の収束、十分な補償についての要望…

各種補助金制度などの紹介 

商談会等の積極的な開催 

新規事業開拓・転業のための各種支援 

医療・福祉体制の充実  

従業員確保のための各種支援 

振興政策の作成・実施 

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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小高区 

 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

南相馬市独自の特区制度創設 

官民合同チームによる支援の充実 

従業員の雇用維持に関する支援制度  

税の減免 

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還 

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免 

水道料・光熱費等公共料金の減免  

事業継続・再開のための無利子の融資制度 

借入金の返済猶予  

事業所や製品・商品の放射能測定 

市内の除染活動の早期完全実施 

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備 

中心市街地の活性化推進 

中心部の居住機能の強化 

復興イベントの開催  

当地域住民・企業の高速道路無料化措置 

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進  

自然エネルギー開発等の新産業の創出 

原発事故の収束、十分な補償についての要望…

各種補助金制度などの紹介 

商談会等の積極的な開催 

新規事業開拓・転業のための各種支援 

医療・福祉体制の充実  

従業員確保のための各種支援 

振興政策の作成・実施 

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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小高区（その他） 

 
 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

南相馬市独自の特区制度創設 

官民合同チームによる支援の充実 

従業員の雇用維持に関する支援制度  

税の減免 

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還 

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免 

水道料・光熱費等公共料金の減免  

事業継続・再開のための無利子の融資制度 

借入金の返済猶予  

事業所や製品・商品の放射能測定 

市内の除染活動の早期完全実施 

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備 

中心市街地の活性化推進 

中心部の居住機能の強化 

復興イベントの開催  

当地域住民・企業の高速道路無料化措置 

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住推進  

自然エネルギー開発等の新産業の創出 

原発事故の収束、十分な補償についての要望…

各種補助金制度などの紹介 

商談会等の積極的な開催 

新規事業開拓・転業のための各種支援 

医療・福祉体制の充実  

従業員確保のための各種支援 

振興政策の作成・実施 

その他 

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 
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南相馬市合計 

 
 
 

0 50 100 150 200 250

南相馬市独自の特区制度創設 

官民合同チームによる支援の充実 

従業員の雇用維持に関する支援制度  

税の減免 

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還 

厚生年金や雇用保険などの事業所負担分の減免 

水道料・光熱費等公共料金の減免  

事業継続・再開のための無利子の融資制度 

借入金の返済猶予  

事業所や製品・商品の放射能測定 

市内の除染活動の早期完全実施 

道路・公共交通機関等の交通インフラ整備 

中心市街地の活性化推進 

中心部の居住機能の強化 

復興イベントの開催  

当地域住民・企業の高速道路無料化措置 

避難指示区域の企業・住民の誘致・移住促進 

自然エネルギー開発等の新産業の創出 

原発事故の収束、十分な補償についての要望…

各種補助金制度などの紹介 

商談会等の積極的な開催 

新規事業開拓・転業のための各種支援 

医療・福祉体制の充実  

従業員確保のための各種支援 

振興政策の作成・実施 

その他 
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行政・商工会議所等に対する要望を地域別にまとめたが、地域による差はほ

とんど見られなかった。最も多いのが税の減免と賠償金の非課税化、過去の課

税分の返還である。特に問題とされているのが賠償金に対する課税で、これに

対する不満は非常に大きい。 
次いで多いのが、南相馬市独自の特区制度の創設である。各種の復興のため

の事業を行うにあたっても、土地利用規制など各種の規制によって十分な活動

ができないことがある。そのような場合、市の判断で規制を緩和できるなどの

措置が求められている。これが特区制度が求められている背景である。ただし、

このためには行政が中心となって活動を行うことが必要である。 
この他、原町区と鹿島区では、従業員の雇用維持に関する支援が求められて

いる。避難地域でない両地区では震災後も厳しい状況の中で操業を継続してい

た。新設や増設などに対する補助は多いものの、通常の経営に関する補助はほ

とんど存在しない。地域の企業からは、地域で頑張っている企業の支援制度も

拡充してほしいとの声がよく聞かれる。これもその要望の一つととらえられる。 
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第４章 南相馬市の事業所が直面する課題 
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第４章 南相馬市の事業所が直面する課題 

平成 年度南相馬地域商工業者実態調査からの分析で明らかになった、南相

馬市の事業者が直面している大きな課題は、以下のようにまとめることができ

る。

①震災後 年を経過しているにもかかわらず売上が回復しない

平成 年 月を としたときの 年 月の売上高（南相馬市）

各企業にとって、最も大きな課題は売上が回復しないことである。

上の図は、今回のアンケート調査に回答した全企業の売上（平成 年 月現

在）を、 年 月を としたときの指数で表したものである。 倍以上に成

長した企業がみられる一方で、 ％の企業が震災前水準に達していない。多く

の企業が依然として震災から立ち直れていない状況がうかがわれる。

この傾向は、業種別にみるとさらに明らかになる。次ページに企業数の最も

多い、原町区の年別・業種別売上指数の推移（ ）を示した。売上が震災

前水準に回復しているのは建設業とサービス業だけである。建設業は震災の年

こそマイナスになるものの、その後は力強い成長を示している。また、サービ

ス業は小売業などが頭打ちとなる一方で回復を続けている。これは、復興関連

のサービス業の成長が著しいためで、個人向けサービスは停滞が続いている。

その他の産業は、平成 年から 年にかけて、横ばいかマイナス成長となっ

ている。他の地域では、鹿島区の建設業、小高区 その他 の建設業とサービス

業が震災前水準を超えるだけで、他は震災前水準に達しない。

57% 32% 

6% 3% 2% 

100未満 100～200 200～300 300～500 500以上 
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建設業とサービス業を除けば、その他の業種は、原町区と鹿島区で 割程度（た

だし、鹿島区の卸売業は 割）、小高区では製造業が 割、小売業が 割、サー

ビス業が 割にとどまっている。各地区とも復興に向けた回復が続いているが、

近年は回復が頭打ちになってきている。

原町区における年別・業種別売上指数の推移

（基準： ）

この背景として、特に事業所数が多い原町区で企業間格差が広がっているこ

とがある。震災前に比べて大きく成長している企業がある一方で、建設業を除

けば、約 割の企業の売上が震災前水準に回復していない。震災前水準 割程

度の回復というのは、あくまで平均に過ぎない。実態は平均値に比べてかなり

悪い。

復興のための各種工事が今後は減少していくことが予想され、建設業や復興

関連サービス業の縮小も予想される。このままでは地域経済が震災前水準に回

復する見込みが立たない。振興策が必要である。

②施設・設備の稼働率・営業時間が回復しない

施設・設備の稼働や操業時間が震災前の水準に戻っていない。次ページに原

町区の業種別設備稼働率を示した。
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約 割の企業が、震災前水準に戻っていない。この他、震災前水準に戻った

企業は約 割、震災前水準を上回っている企業は約 割となっている。①で示

した売上の未回復はこの結果である。他区では、鹿島区と小高区で 割、小高

区 その他 で 割の企業が震災前水準に達していない。

一方、操業時間が戻っていない企業も少なくない。この傾向は原町区の小売

業で特に顕著である。全体の 割近い企業で依然として操業時間の短縮が続い

ている。この背景として、人口流出にともなう顧客の減少がある。また、避難

にともない、特に若年～中年の女性パート労働力の確保が難しくなっているこ

とがある。小売業は小規模な企業が多いため、独自にとれる努力も限られてい

る。このような小規模企業への支援を強化していくことが必要である。

原町区における業種別設備稼働比率

（単位：％）

原町区における業種別操業時間

（単位：％）
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③今後の事業継続が不安定

今後の２年間の売上・採算の見通し

１）売 上 ２）採 算

好転する 悪化する 変わらない 好転する 悪化する 変わらない

南相馬市計

このような状況を背景として、事業所の景況感も悪化を続けている。今回の

調査では、「今後好転する」見込みを持つ企業が非常に少なかった。売上が今後

悪化するとの見通しを持つ企業が ％、採算が悪化するとの予想を持つ企業

が ％と、過半数の企業が今後悪化すると予想している。

今後の方針 南相馬市

この結果、上の図に示したとおり、今回の調査の回答企業のうち ％が廃業を

視野に入れ、事業の縮小（ ％）、今後の動向により考える（ ％）、を合わせる

と全体の約 割の企業の動向が不安定になっている。このままでは地域経済が

衰退していく可能性があり、振興策が必要である。
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－ 150 －



151 
 

④小高地域の復興を進める必要がある

小高地域は平成 年 月に避難指示が解除されたばかりであり、まだ復興の

初期段階にある。このため、帰還している企業も少なく、地域経済が縮小した

ままの状態である。

小高商工会所属企業の立地地域別売上指数の推移

（基準： 年（ ） ）

そのため、小高区の企業の経営状況が悪いことは想定していたが、企業の立

地地域によって売上の回復に大きな差が認められた。上の図は震災前の 年

（平成 年）の売上を としたときの売上指数の変化を、各企業の立地場所

別に集計したものである。市外・場所不明の企業の売上の伸びが最も大きく、

次いで原町区の立地企業となる。この 者は震災前の売上を超えている。一方、

小高区に立地する企業は、震災前の 割の水準にとどまっている。

ここで注意しなければならないのは、小高区の避難指示解除は平成 年 月

であり、調査時点である平成 年 月に小高区に立地している企業でも、震

災後ずっと小高区に立地していたわけではないことである。ここで「小高区」

と示されているものは、この半年間に小高区に帰還した企業を意味する。すな

わち、この数字は「どのような企業が小高区に戻ってきたのか」を示すもので

ある。

今回の調査からうかがえるのは、 年以上にわたる避難の結果、多くの企業が

避難先の地域で経営のための基盤を築いていることである。避難先で築いた基

盤が強固であるほど（売上の回復など経済的に成功するほど）、また小高区に戻

ってやり直そうとする企業は少なくなる。他地域に立地する企業ほど売上の回

復が大きいことが示された今回の調査は、これを象徴するものであろう。
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一方、未再開の事業所を見ると、今回の調査では回答の半分が小高区の企業

である。この数は今回調査の回答数の約 ％に上る。震災後 年が経過しても、

依然として再開できない企業が少なからず存在している。この打撃を最も大き

く受けているのも小高区である。再開支援を続けることも重要である。

ただし、上記のような点を勘案すれば、ただ以前立地していた企業を呼び戻

そうとするだけでは復興はできない。新産業の創出、創業支援などの支援策を

充実していくことが必要である。

⑤深刻化する「労働力不足」問題

企業が直面している課題（南相馬市 上位 項目）

単位：社

これまでにも繰り返し指摘している通り、労働力不足問題が深刻化している。

この傾向は特に原町区で著しい。しかし、調査においては、正社員では製造業

など一部業種で雇用の回復が遅れているものの、それ以外では比較的順調に回

復している。特に操業率や売上の回復が遅れていることを勘案すれば、労働力

の回復はほぼ完了したと評価することが適切だろう。

ただし、パート労働力に関しては依然として不足が続いており、パートへの

依存が大きい小売業・サービス業では大きな影響を受けている。

従業員数の推移（南相馬市）

（単位：人）
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ではなぜ「労働力問題」が強調されるのであろうか。その背景として、非経

験者の中途採用の占める比率が大きく、職場への定着も悪い状態が続いている

ことがある。この結果、各企業は常に労働者の募集と新入社員教育に追われる

ことになる。さらに労働力の質も低下し、生産性が低下する。このような離職

者の増大と労働力の質的低下が、従業員の不足感をもたらしているのである。

また、従業員の雇用地域が狭いことも労働力不足問題を深刻化させている。

労働力不足が特に深刻なのは原町区で、広域的にみれば、問題はそこまで深刻

ではない。しかし、道路の復旧が送れている上の工事車両の通行が多く通勤に

震災前の 倍の時間がかかる、住居の不足、手当を支給する余裕がない、など

の理由から、労働力の募集は多くの場合市内、広くても浜通り地域北部にとど

まっている。広域的な労働力募集のノウハウを持たない企業が多いことも課題

である。これらの課題を解決するための支援が必要である。

新たに雇用した従業員の出身地（南相馬市）

単位：人

新規雇用労働力の質的評価 南相馬市
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⑥労働力不足が賃金の格差を招いている

原町区における業種別賃金の変化（正社員）

（単位：円）

原町区における業種別賃金の変化（パート）

（単位：円）
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労働力不足により、全体的に賃金が上昇している。特にこの傾向は、特に臨

時社員やパート社員で著しい。一方、正社員の賃金上昇は製造業と建設業を除

き限定的である。これは、復興需要の減少を見込んで、当面の仕事を期限付き

の雇用で対応しようという動きの表れである。

すでに述べたように、多くの企業は、売上が回復しない中で従業者数を増加

させている。さらに賃金の上昇は、企業の経営を悪化させる。既に一部の企業・

業種で賃金の切り下げが行われている。これは企業の業績が悪化しているため

で、今後、企業の経営指導等にも力を入れていくことが必要である。

⑦伸びない設備投資

南相馬市内企業の設備投資状況（投資種類別）

（単位：万円）

各地区とも設備投資の絶対額が伸びていない。将来への不安感から投資を控

える動きが強くなっているものと考えられる。しかし、投資の停滞は企業の競

争力を低下させることにつながる。この背景には将来への不安感があり、それ

を払拭することが必要である。

設備投資にあたっての補助金活用の有無（南相馬市）
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補助金を利用しなかった理由として最も多いものは、「要件に当てはまらなか

った」である。東日本大震災後、様々な補助金制度が作られたが、「使いにくい」

との指摘も多い。

例えば、震災後早い時期に作られ、もっとも利用件数が多い「グループ補助

金」は、「復旧」を目的とするものであり、震災前以上のものを整備することは

できない。今後の企業経営を考えれば、機能の高度化を図る必要があるが、グ

ループ補助金では補助対象にならない。

更には公共の復旧・復興工事が優先され、民間の工事は後回しされているた

めに、補助金の決定から着工が遅れ、その間に資材や工事費が値上がりしても、

その差額は補填されない。補助金は税金を利用するものであり、厳格な使用を

しなければならないことは当然であるが、被災地の状況に合わせ、できるだけ

使いやすくしていくことが求められる。

また平成 年度に原発被災地域 市町村（南相馬市を含む）限定で「事業

再開等補助金」が設けられ、２次公募まで行われ 件（補助金総額約 億円）

の採択が決定している。今回の調査では、事業が完了していないため、設備投

資額に反映していない。今後の設備投資の動向を注目していきたい。

また、設備投資などを行うための補助金に関する情報が十分にいきわたって

いないことも問題である。特に小規模な事業所は十分な情報収集能力を持って

いないため、情報提供が必要である。補助金に携わる行政のみならず、商工会

議所・商工会なども、機会をとらえて補助金に関する情報を広めていくことが

必要である。

補助金を使用しなかった理由（南相馬市）

（単位：社）
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⑧イノベーション・コースト構想実現のための対応

イノベーション・コースト構想への期待（南相馬市）

（単位：社）

イノベーション・コースト構想に関しては、製造業の発展、施設建設に伴う

経済効果、交流人口の増加、定住人口の増加などの期待が表明されている。

しかし、ヒヤリング調査などで聞かれた意見は否定的なものが多い。特に問

題とされているのは、イノベーション・コーストで構想されているロボット産

業振興と南相馬地域の企業との技術力の格差が大きいことである。ヒヤリング

調査中には「ロボット産業分野においてこの地域で対応できるのは数社程度だ

ろう」との指摘もなされた。

特に問題視されているのは、「人材」である。たとえば、ロボット開発などを

行うにあたっては、それを制御するプログラム開発を行わなければならない。

しかし、そのための人材を育成する機能が南相馬地域には存在していない。現

在、高い機能を持っている企業では、人材育成のために職員を東京の大手メー

カーに派遣するなどの努力をしている。このような人材育成は、規模の大きな

企業以外では不可能である。現在のような状況が続けば、イノベーション・コ

ースト構想のメリットを地域産業が享受することは困難である。地域企業の技

術力の底上げを図る必要がある。
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への経済効果 
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また、地元の優秀な新卒生が大手企業や東京などに流出してしまうことも改

善していかなければならない。地元の中小企業が優秀な新卒生をとれなければ、

技術の向上は難しい。

⑨福島相双復興官民合同チームの活動が十分に理解されていない

官民合同チームへの期待（南相馬市）

単位：社

福島相双復興官民合同チーム（以下、官民合同チームと略す）は、原子力災

害対策本部長決定に基づき設置された、国・県・民間をメンバーとする「福島

相双復興官民協議会」が設立し、内閣府原子力災害対策本部、福島県、公益社

団法人福島相双復興推進機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構から構成さ

れる組織である。官民合同チームは専門家を伴って各企業を訪問し、コンサル

ティング支援などの実施、国や県等の支援策の紹介等を行っている。

官民合同チームの活動は企業の経営改善等に大きく役立つものであるが、残

念ながら上の回答を見る限り、それが十分に理解されていない。⑦で問題とな

った補助金に関する情報を得ることにあたっても官民合同チームの活用はメリ

ットがある。このような情報を幅広く伝え、官民合同チームを積極的に活用し

ていくことが必要である。
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⑩東京電力㈱の賠償に対する見通しに不安が持たれている

地域経済が回復しない中で、東京電力㈱の賠償が縮小されつつあり、また、

打ち切り方針が示されている。このことは地域経済に与える影響は大きく、企

業の存続に直接的な影響を与える。

今回の調査では、企業が現在直面している問題として「東京電力の賠償問題」

が労働力不足や顧客・受注の減少についで大きく取り上げられている。上述の

ように企業の操業が回復しない中での打ち切りは、今後の企業の存続に大きな

影響を与えることになる。

平成 年 月以降の賠償請求の状況（南相馬市）

平成 年 月以降の損害賠償に関しては、申請した企業のうち約 分の が

すべてまたは部分的に賠償が認められなかった。また、平成 年 月までの賠

償請求が完了していない企業も全体の 分の 近くに達する。これらの企業へ

の支援が求められている。

この背景として、現行賠償制度がわかりにくく、必要な賠償を受けることが

できたのかどうかわからない、あるいは現行制度そのものが不適切で承服でき

ない、という意識がある。賠償制度そのものに対する信頼感が喪失してしまっ

ている状態である。これを改善しなければならない。

賠償金が打ち切られた場合廃業するとの回答も少なくない。地域経済振興の

ための方策を打ち出さなければならない。

24% 

4% 

4% 

27% 

31% 

10% 

賠償を請求し、認められた 
賠償を請求したが、部分的にしか認められなかった 
賠償を請求したが、認められなかった  
平成２７年７月以前の賠償請求が完了していない 
賠償の対象外である 
その他 
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東京電力の営業賠償に対する考え（南相馬市）

（単位：件）

⑪製造業の課題

製造業では受注先・発注先ともに大幅に減少している。この傾向は特に原町

区で顕著で、中でも受注先の減少が著しい。これは震災前からの取引先の減少

によるところが大きく、震災前からの取引は、平均して売上ベースで 割台程

度まで減少している。これが経営悪化の大きな要因となっている。

製造業の震災前比受注先件数の変化

（単位：件）

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

損害がなくなるまでの賠償の継続が必要 

現行の賠償制度は不適切であり、別の制度で賠償

をやり直すべき 

現行制度は説明がわかりにくく、必要な賠償が受

けられたかどうかわからない 

現行の制度に不満はあるが、賠償打ち切りはやむ

を得ない 

現行の制度、賠償の打ち切りともに妥当である 

わからない 

その他 

0 10 20 30 40 50 60 70

原町区 

鹿島区 

小高区 

小高区(その他) 

増加した 減少した 変化していない 
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各企業は生産管理力を強化し、新しい機械の導入などに努めてはいるものの、

下請型の生産構造からは脱しきれておらず、生産構造の改善が必要である。

その中で最も必要なのが、技術者・技能者の獲得・育成である。技術者・技

能者の育成には 年単位の時間が必要であり、学校等での育成はなじまない。

企業の人材育成を支援するための施策が必要である。下の図にみるように、人

材育成と結びつく項目が今後の方向性として選択されている。これを強化して

いくことが必要である。

今後強化したいことの上位 項目（製造業 南相馬市）

単位：件

⑫建設業の課題

建設業における現在の受注動向

単位：件

0 5 10 15 20 25 30

新たな顧客の開拓力 

従来からの取引関係や顧客とのつながり 

専門性の高い高度技能者・技術者による生産力 

生産管理力（短納期、低コスト、高品質に対

応） 

生産・製品・部品などの設計・開発力 

0 10 20 30 40 50

原町区 
鹿島区 
小高区 

小高区（その他） 

受注が増加しつつある  受注が減少しつつある 
あまり変化はない 
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建設業は全体としては好調を維持しているものの、受注の拡大に関してはピ

ークに達し、減少する動きが出ている。特に震災復興の公共工事の減少は、今

後の受注に大きな影響を与えるものと考えられる。また、建設業界内で、業績

が伸びている企業とそうでない企業との二極化の進展、労働力の不足、賃金の

高騰なども大きな課題となっている。

⑬卸売業の課題

卸売業者のこの 年の商圏の変化

（単位：件）

卸売業においては、原発事故に伴う避難地域の設定によって商圏が大きく縮

小されたが、商圏の縮小は依然として続いている。また、商圏内の取引先の減

少、１取引先あたりの取引額の減少も続いている。一方、常磐自動車道や国道

号を利用して商圏を双葉郡南部など、他地域に拡大するなどして営業を拡大し

ている企業もあり、企業間格差が広がりつつある。

⑭小売業・サービス業の課題

小売業・サービス業の震災前比客数と客単価

（震災前 ）

0 2 4 6 8 10 12

原町 

鹿島 

縮小した 拡大した 特に変化していない 

0

100

200

300

400

500

原町 鹿島 小高 小高(その他) 

小売業 小売業 サービス業 サービス業 
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小売業・サービス業では、震災復興関連（旅館・ホテル、不動産取引、建設

機械リース、経営コンサルタント、など）の一部の企業では非常に好調である

が、それ以外の企業の経営は厳しい。特に個人向けサービスの消費の回復が遅

れている。客数の減少は特に深刻で、震災前比で、原町区で 割、鹿島区で

割、小高区で 割以下にとどまっている。また、客単価も減少しており、それ

が売り上げの回復を低い水準にとどめている。この回復のためには人口の回復

が不可欠であるが、特に小高区においては生活基盤が十分に整っておらず、短

期間での回復は難しい。

また、浪江以南の商圏の回復も必要であるが、これには長い時間がかかると

予想される。一方で常磐自動車道の開通と常磐線の復旧によって、消費者の仙

台方面への流出が懸念される。都市間競争の視点をもって振興にあたることが

必要である。

⑮行政・商工会議所等に今後求める支援

行政・商工会議所等に求める支援（南相馬市 上位 項目）

単位：件

行政・商工会議所等へ求める支援としては、最も多いのは、「税の減免」すな

わち「賠償金の非課税化」である。原発事故の賠償金を課税所得として扱うこ

とに関する問題点は、繰り返し指摘されてきたが、改善されていない。 
次いで多く希望されているのは、市独自の特区制度の創設である。これは地

域経済の活性化への期待とセットであり、早期の対応が望まれる。

この他、原発事故の十分な補償を求める声も多い。対応を期待したい。

0 50 100 150 200 250

税の減免 

賠償金の非課税化、過去の課税分の返還 

南相馬市独自の特区制度創設 

従業員の雇用維持に関する支援制度 

原発事故の収束、十分な補償についての要望活動 
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⑯交通基盤の整備

労働力不足の原因の一つに交通基盤の整備が遅れていることが指摘されてい

る。津波の影響で道路が十分に復旧していないこともあり、特にラッシュ時に

は工事用車両を含む多数の自動車が国道 号などの幹線道路に集中する。この

結果、交通渋滞が慢性化し、遠くから従業員を集められなくなっている。特に

労働力不足が顕著な原町区で通勤圏、そして労働力の募集圏が狭いのはこのた

めである。幹線道路の整備・拡幅などの基盤整備を進めることが必要である。

また、 常磐線の浪江以南の区間の再開についてはおおよその日程が発表さ

れているが、これの早期再開に関しても引き続き要望したい。

⑰地域別課題

以上の課題を地域別に整理すると、以下の通りである。

原町区は南相馬市最大の産業集積地域であるが、労働力不足が深刻で、産業

の回復が頭打ちとなっている。製造業での受注減少、小売業・サービス業での

顧客の減少などが大きな課題となっている。製造業では産業構造の高度化、小

売業・サービス業では新しいまちづくりなどが課題となっている。

鹿島区は ㎞圏外の地域に位置付けられていたが、震災の影響を受け、産業

は衰退している。各産業の振興のために詳細な調査と対策の立案が必要である。

小高区は避難指示解除からあまり時間がたっていないために、まだ十分な産

業集積がなされていない。帰還の推進と企業の誘致、創業支援などを進めてい

くことが必要である。

小高区（その他）では、調査票への立地地域未記入が多く、十分な検討を加

えられなかった。このグループに属する企業には広域的な支援体制を組むこと

が必要であり、今後の精査が必要である。
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第５章 課題解決のための方策 
本章では、前章で指摘した問題点の解決方策について検討を加える。ただし、

それは各事業所が単独で実施できるものばかりではない。国・県・市などの行

政や商工会議所・商工会・各種産業団体等の協力も不可欠である。また、短期

間のうちに実施できることばかりでもないが、今後の南相馬地域商工業の方向

性を示すという意味で述べることにしたい。 
 

（１）事業所の経営を改善させるための方策

建設業を除いて売上の回復が遅れている状況を打開することが必要である。

ここでは業種ごとに対応を考えていく。 
 

＜ 製 造 業 ＞

製造業は、震災後早い時期から営業を再開し、復興を牽引してきた。しかし、

近年は回復が頭打ちとなり、その振興が急務の課題となっている。特に受注の

減少が顕著で、その回復が必要である。この背景として、震災前からの取引先

の縮小が大きなものになっていることがある。このような受注の減少が売上の

回復や設備等の稼働率の向上の障害となっている。 
取引先を増やすための対策としては以下の点が考えられる。 

 

①技術力の向上

南相馬地域の製造業の取引先が縮小していることの背景として、当地域の事

業所が下請構造の中から脱し切れていないことがある。製造業においては取引

先が広範囲に及び、他地域の事業所との競争が激しい。これに勝ち抜くために

は高い技術力の保持など、他の企業にはない魅力を持つことが必要である。し

かし、これは単独の事業所の努力だけでは難しい。ハイテクプラザやテクノア

カデミー浜など県の機関や福島大学などの大学との連携、企業間の協力などの

枠組みを作るとともに、それを拡大していくことが必要である。 
南相馬市においては株式会社ゆめサポートが事務局となり南相馬市内の製造

業で構成した「南相馬ロボット産業協議会」が存在し、福島大学の高橋教授と

ロボット開発を行っている。今後も協議会組織の強化、大学の研究機関の連携

強化が重要である。 
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また、南相馬地域で特に問題となっているのは、イノベーション・コースト

構想に対応できる企業の育成である。そのためには各企業の IT 技術を向上させ

ることが必要であり、技術者の人材育成とセットで行う必要がある。 
 

②人材育成の推進

製造業が直面する課題に労働力の質の低下がある。この背景として、震災後

の熟練労働力の流出、若年層の減少に伴う新卒生の雇用の困難化、労働力不足

を補うための未熟練者の中途採用の増加、交通渋滞に伴う通勤圏の縮小と広域

採用の困難化、などがある。要因は複合的であり、簡単に解決することはでき

ない。 
人材育成を行うにあたっては、学校等でできることと、企業がやらなければ

ならないことがある。①に関連する IT 産業に対応できる技術者の育成には、学

校教育が重要である。ただし、現在のプログラミング技術者の育成には大学院

レベルまでの教育が必要であり、現在の南相馬地域では対応はできない。会津

大学等の支援を受けての人材育成ができないか、検討する必要がある。 
一方、企業における人材育成も重要である。特に技能教育は現場でしか行う

ことはできない。ただし、このためには安定的な雇用を維持することが前提と

なる。現在はこの条件が崩れている。それが質的低下を起こしているのである。

現状では個々の企業の自助努力に期待することは難しい。企業が人材育成を行

うための補助事業などの公的な支援が求められる。また、①で述べたような企

業間協力の枠組みを構築することなども必要である。 
 

③新規取引先開拓への支援

南相馬市は、震災前からの取引が縮小していることが、製造業の売上が上昇

しない要因となっている。これを補うため、各企業は既に様々な努力を行って

新規取引先を拡大しているが、それだけでは必ずしも十分ではない。既存の取

引先との取引が縮小しつつある中で、営業力の強化は急務の課題である。ただ

し、すでに述べたように各企業は営業力の強化の重要性は認識しつつも、人員

の強化などにおいては、その優先順位は必ずしも高くない。個々の企業の努力

だけでは限界があると言わざるを得ない。 
各企業が営業力を強化するための人材育成を進めることに加えて、企業交流

会などを積極的に開催し、新規取引先の拡大を試みていくことも必要である。

これにあたっては、商工会議所・商工会等の各種事業の活用が期待できる。ま

た、「結いの場」の活用や官民合同チーム等による支援活動の活用も重要である。 
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これまでの調査では公的な場での取引先の開拓については否定的な意見も聞

かれたが、あらゆるルートを活用した取引の拡大が求められている。 
 

④福島・国際研究産業都市 イノベーション・コースト 構想の推進

福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想には、国際レベ

ルの技術を持った企業の誘致、人材育成などが盛り込まれており、南相馬地域

の製造業の振興に需要な役割を果たすものと期待される。しかしながら、前述

のように想定される事業の技術レベルと、現在の南相馬市の技術レベルとでは

極めて大きな格差がある。このままでは地元企業の参入が難しくなると予想さ

れる。 
これを補うためには地場企業の技術力を向上させることが必要であるが、前

述のように、短期間では難しい。この解決策の一つとして、「誘致企業による地

元企業の育成」を期待したい。これまでの組み立て型機械工業では進出企業は

安価な労働力と下請け企業を求めたものが多かったが、今後は「地元企業の育

成」を重点に置く企業を誘致し、行政等とも連携しながら地域の技術向上を図

れるようにすることが必要である。 
 

＜ 建 設 業 ＞

建設業は震災後高い成長を続けてきたが、今後は活動が縮小していくことが

予想される。また、労働力の不足がビジネスチャンスを逃しているとの指摘も

多い。これらの対策として、以下の点が考えられる。 
 

①労働力の確保

建設業が直面している労働力不足は極めて深刻である。建設業における労働

力不足は直接的に復興の遅れに結びつく。労働力を確保するためには各企業が

個別に対応するだけでなく、雇用対策の共同事業の実施など地域レベルでの対

応も必要である。 
建設業においては、除染事業の終了にともなって労働力不足が解消するとの

見方もあるが、特に原発から 20km 圏内の政府直轄の除染地域においては大手

ゼネコンが全国から集めた労働者が従事しており、地元からの従事者は比較的

少ない。労働力不足が短期的に緩和される可能性は少ないと考えるべきであろ

う。地場企業が協力し、広域的な労働力の募集体制などを検討する必要がある

と考える。 
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②公共事業の計画的な実施と民需対応の拡大

建設業の安定を図るためには一定の需要が必要である。震災後、各企業の官

需依存が拡大しており、公共事業の量が企業の経営を左右するようになってい

る。しかしながら、復旧工事の終了にともない、公共工事は急速に縮小すると

予想されている。その場合、南相馬地域の建設業は大きな打撃を受けざるを得

ない。復旧工事終了後も公共事業を計画的に実施することを通して需要の安定

化を図ることが求められる。 
また、公共工事の発注の形式にも改善の余地がある。復旧工事の拡大によっ

て行政はいくつかの工事をまとめて 1 事業とし、JV などを組んで規模の大きい

企業に発注するようになってきている。この結果、B クラス以下の企業に仕事

が回らず、これらの企業は下請として従事しなければならなくなっている。し

かし、下請の位置づけでは十分な利益が得られない。建設業者の格差が拡大し

ている要因の一つがこれである。中小企業育成のために、公共工事の発注形式

を変更する必要がある。 
その一方で、避難解除が進む中で民需の拡大が予想される。各企業が再び民

需に対応していくことも必要である。 
事業の拡大にあたり、課題となっているのが技術者の不足である。技術者が

いなければ新たな事業を受注することはできない。しかし、建設業の技術者は

実務経験が必要なため、育成に時間がかかる。質的な課題は抱えざるを得ない

が、資格の緩和なども検討する段階に来ていると言える。 
 

③下請を中心とする産業構造の転換

前述のように、建設業界の中でも企業間格差が拡大してきている。利益の出

ない事業所が存在する理由として、業界独特の産業構造の中で下請企業が位置

付けられていることが指摘できる。建設業は受注の波や種類の多さなどに対応

するため、多重下請構造を形成して事業にあたってきた。しかし、このような

構造は利益を上位層の企業に集中させ、下位層の企業は十分な利益を上げられ

ないようにしている。このような産業構造を転換し、下請企業にも利益が出る

ようにすることが必要である。 
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＜ 卸 売 業 ＞

卸売業は商圏の縮小に加えて取引先店舗の売上の低下に苦しめられている。

東日本大震災から 6 年が経過してもなお商圏の縮小がとどまらないのは、小売

店の売上が落ちているためである。卸売業の振興は、小売業の振興なくしては

あり得ない。しかし、人口の流出に加えて大型店との競争や都市間競争もあり、

小売店の立場は弱くなりつつある。新たな市場を確保する「攻めの経営」が必

要である。 
市場を拡大している企業の中には、常磐高速や国道 6 号の整備によって双葉

郡南部に商圏を拡大した事例も見られる。このようなインフラ整備を活用して

各企業が営業活動を拡大していくことも必要である。 
 

＜ 小売業・サービス業 ＞

数的に最も多い小売業・サービス業については、一部の復興需要に対応して

いる企業を除けば、人口の回復が業績回復の前提とならざるを得ない。小高区

から南の商圏が失われたことに加え、避難者の増加などにより、それ以外の地

域の需要も減少している。これを回復しない限り、小売業・サービス業の振興

は難しい。これらの対策としては、単なる産業振興ではなく、「まちづくり」「地

域づくり」を進め、地域全体で取り組んでいくことが必要である。 
 

①新しいまちづくりの実施

人口の増加、特に若い人々を増やすためには働く場の確保だけではなく、同

時に魅力的なまちづくりを進めていかなければならない。これは同時に商圏の

拡大にもつながる。そのためには、行政と協力して中心市街地活性化事業や街

並み整備事業など、総合的なまちづくりを進めていくことが必要である。 
これにあたっては、従来からの街路整備事業などのハード整備事業に加え、

各種のソフト事業も併用する必要がある。この中にはイベント等、一時的な事

業だけでなく、商店街のサービス事業など恒常的なものも含まれる。これらを

有機的に結びつけた商業振興が必要である。商工会議所等の事業の活用も期待

される。 
商業振興は、被災地のみならず、人口減少に苦しむ地域に共通する課題であ

る。他地域との経験交流を進めながら事業を進めることが必要である。 
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②災害公営住宅を核とした「まちづくり」の推進

原町区・小高区の中心市街地内に建設される災害公営住宅を核とした「まち

づくり」を進めていく必要がある。災害公営住宅の中心市街地への建設は、人

口が増加する機会であり、それを活用して地域振興を検討することが必要であ

る。 
なお、これにあたっては災害復公営住宅に入居する市民の特性を捉えて、そ

れに適した事業を展開していく必要がある。災害公営住宅に入居する市民は高

齢者の比率が高く、一般の消費者とは購買特性が異なる。この点に留意するこ

とが必要である。 
 

＜ 各業種共通の課題 ＞

①販路回復・拡大のための支援

販路を回復・拡大するためには、新たな取引先の開拓などが不可欠であるが、

営業に十分な人員を割くことができる企業は少なく、単独事業所では十分な対

応ができないケースが多い。官民合同チームの支援の活用、復興庁の「結の場」

事業、日本商工会議所の「課題解決型商談会」などの機会を捉えて、販路回復・

拡大の支援を強化していくことが必要である。 
なお、これにあたっては、各企業の信用保証を十分に行うことが前提となる。

各種事業の主催者に加えて、商工会議所や商工会等も協力し、実効性のある商

談会を提供していくことが必要である。 
 

②情報提供の充実

各区・各業種とも、小規模な企業では補助金や東電の賠償対応などのような、

重要な情報が十分に届いていない。小規模な企業では、たとえ公開情報であっ

ても、情報の入手は容易ではない。このために不利益を被っている企業も少な

くないと考えられる。このような企業には、必要な情報を注意喚起を行いなが

ら提供していくことが必要である。行政のみならず、商工会議所・商工会、官

民合同チームなど様々なルートを通じて情報が行き渡るようにすることが必要

である。特に商工会議所・商工会や各種産業団体、商店街等は企業に情報を届

けやすい立場にある。積極的な情報提供を期待したい。 
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また、小規模企業施は各種申請書の書き方がわからないこともまれではない。

相談窓口の設置や申請書の記入方法の指導、場合によっては戸別訪問しての指

導など、手厚い支援が必要である。 

③交通インフラの充実

前述のように、道路網はまだ完全に復旧しておらず、その一方で多数の工事

用車両が流入しているため、南相馬市内の幹線道路は慢性的な渋滞状態にある。

この結果、通勤や輸送にかかるコストが増大している。 
今後、中間貯蔵施設が本格的に稼働すると、現在の常磐自動車道と国道 6 号

の機能だけでは十分な交通を確保できるかどうか不安が残る。事業の円滑な進

展と輸送上の安全性を確保するために、常磐自動車道の 4 車線化や、国道 6 号

の 4 車線化などの輸送力の強化が必要である。 
合わせて、県道 12 号の整備も重要である。相馬－福島間に東北中央自動車道

が急ピッチで整備されているのに対し、福島から小高・浪江方面へ向かう県道

12 号は交通量が非常に多いにもかかわらず整備が遅れている。今後の中間貯蔵

施設への除染物質の搬入などのためにも、整備が必要である。 
常磐線は浪江以北と富岡以南の復旧の目途が立ったものの、浪江－富岡間の

復旧は 2020 年春とされている。しかし、イノベーション・コースト構想が動き

始めると東京方面との人の移動が活発化されることが予想される。前倒しでの

復旧を期待する。 
 

（２）東京電力㈱の賠償問題への対応

東京電力㈱の賠償問題に関しても、依然として多くの問題が指摘されている。

特に賠償打ち切りに対する不安が大きく、廃業を視野に入れている企業も少な

くない。また、東電の賠償制度に対する不信感も大きい。 
この背景として、事故を起こした東電が賠償額を査定して決定することへの

不信感がある。また、賠償制度が非常に複雑で、申請に多くの時間と手間をと

られたうえ、本当に適切な賠償を受けられたかどうかわからないと考える企業

も多い。平成 27 年以前の賠償請求が完了していない企業が多いのはこの結果で

あろう。 
商工会議所・商工会などはこれらの問題に対応するために力を尽くしてきた

が、さらに賠償を請求していない企業への支援などを進め、すべての企業が適

切な賠償を受けられるようにすることが必要である。 
また、賠償制度に対する不信感が非常に大きいことも課題である。賠償制度

の適切性を再検討することも必要ではないだろうか。 

－ 173 －



174 
 

（３）未再開事業所の支援

依然として少なくない未再開事業所が存在している。今回の調査の回答企業

の約 9％が未再開のままである。その半数は小高区の企業であり、原発事故に伴

う避難の影響が非常に大きい。この中には、今後の見通しを立てられない事業

所も多い。それらの事業所への支援も必要である。 
ただし、操業を再開しようとしても様々な課題が存在している。特に避難地

域への帰還は、人口の減少や高齢化の急速な進展など、短期的には解決が困難

な課題も多い。このような場合、避難元地域への帰還のみならず、避難先地域

での創業支援も視野に入れる必要があると考える。地域の復興のためにはより

多くの事業者の帰還を期待したいが、企業経営の持続性を考えれば、無理強い

はできない。これにあたっては、避難元地域と避難先地域の商工会議所・商工

会等が連携して経営支援を実施するなどの協力体制を確立することが必要であ

る。なお、市域を越えるような広域的支援にあたっては、県や国の支援も求め

られる。 
 

（４）国等への要望

国・県・市などの行政への要望は多岐にわたる。これらの多くは事業所や商

工会議所・商工会等の民間セクターでは対応が困難なものであり、関係各署に

よる対応が必要である。 
 

①賠償金の非課税化

事業者からは「賠償金の非課税化」が切実な要望として出されている。東電

の賠償打ち切りが示される中、経営状況が思わしくない企業が多く、復興を加

速するためには企業の負担軽減が必要であるためである。また、賠償金に対し、

課税されることは被災者の心情に添うものではない。これらに関しては、国に

よる検討が必要である。 
また、これが不可能な場合、それに代わる補助金制度等の検討もお願いした

い。 
 

②補助金制度の再検討

東日本大震災からの復興のため、各種の補助金制度が整備されている。しか

し、前述のように企業にとって必ずしも使い勝手が良いものではない。 
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この背景として、各種補助金が復興のために必要に応じて整備されてきたこと

が指摘できる。この結果、補助金同士の整合性がうまくとれないケースもある。 
残念ながら、日本では次の災害がそう遠くない将来に起こることを想定して

おかなければならない。熊本地震の際は東日本大震災の経験が生かされた。こ

のような危機管理も視野に入れ、補助金制度を整備しておくことが必要である。

また、それにあたっては、過去の被災地にも適用できるような配慮をお願いし

たい。 
 

③就業希望者への助成金制度の実施

南相馬地域では労働力不足が大きな問題となっている。繰り返し述べている

ように、南相馬市内での労働者の絶対数が不足している上に、質的な課題が存

在しているためである。これを解決するためには、地域外から優秀な労働力を

呼び込むことが必要である。しかし、個別企業ではその負担に耐えられない。

これに対応するためには、当地域へ就職を希望する者を対象とした助成制度の

制定や、地元企業を対象とした雇用の維持・拡大のための助成金制度の制定な

どを検討する必要がある。 
なお、これにあたっては労働者が短期間のうちに転職を繰り返すのではなく、

企業への定着を促すような制度となるように注意することが必要である。 
また、宿舎の確保も大きな問題となっている。宿舎の建設などのための補助

金もあるが、将来労働力不足が解消した後も転用ができないのでは、企業とし

てはなかなか手を出すことはできない。無論、税金の使用には厳しい制約が必

要であるが、その一方で、現在直面している課題を解決することも重要である。

制度の再検討などをお願いしたい。 
 

④企業誘致の促進と居住環境の整備

地域の復興には企業誘致を進めることも必要である。特にイノベーションコ

ースト構想を推進するにあたっては、地場企業の技術力を引き上げてくれるよ

うな企業が必要である。また、特に小高区では帰還する企業が限定されること

も視野に入れ、復興のための企業誘致を考えなければならない。積極的な企業

誘致を期待する。 
また、企業誘致を地域の人口増大と結びつけるためには、住宅の確保が不可

欠である。賃貸集合住宅の建設推進を図ることなども必要である。これにあた

っては各種の助成制度の制定を期待したい。 
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⑤「相双復興経済特区（スーパー特区）」の設置の検討

以上のような政策を実現するためには、国・県・市などの支援が不可欠であ

る。また、上記以外にも、様々な規制緩和や支援制度の制定が必要であろう。

これにあたって、「相双復興経済特区」（スーパー特区）の設置が求められてい

る。「スーパー特区」に関しては商工会議所等から要望が出されていたが、十分

な対応が成されていない。早期に制度設計を行い、具体的な内容や必要な政策

の検討を進めることが必要である。 
 

（５）除染に対する信頼の回復

これまでの調査から、除染への信頼の低下が明らかになっている。この理由

については様々なものがあると考えられるが、避難者の帰還には除染の実施が

不可欠である。その信頼感が低下したままでは避難者の帰還はおぼつかない。

除染に対する信頼を回復させていくことが必要である。 
なお、これにあたっては、適切な情報発信を続けていくことが必要である。

放射能問題に関する情報は、莫大な量が発信されているように見えるが、特に

県外にはほとんど届いていない。正しい情報を積極的に発信し続けることが風

評被害の払拭と機関の促進に不可欠である。 
 

（６）復興ビジョンの明示

事業者の不安の多くは先が見えないことによるところが大きい。これは具体

的な復興ビジョンが見えないためである。大規模な復旧工事や除染の終了が近

づく中、多くの事業者は「復興バブルの崩壊」におびえ、設備投資や企業活動

が消極的になってきてしまっている。このままでは産業復興が困難なものにな

りかねない。これを払拭するためには、明快かつ実現可能な復興ビジョンが不

可欠である。これを実現するためには、現場をよく知っている者が連携して活

動しなければならない。市と商工会議所・商工会などが連携し、将来の南相馬

の姿が見えるようなビジョンを作り上げていくことが必要である。 
また、復興ビジョンの作成には、求めるべき将来像を明示することを通して

必要な事業を具体化していくという効果もある。ビジョンを基に各種の政策を

立案すれば政策に対する理解も深まり、市民の協力が得やすくなる。また、様々

な団体が行っている各種の支援活動も、それを通して何が必要であるのか、何

を強化していかなければ行けないのかが明確化される。このような視点からも、

復興ビジョンの明確化が必要である。 
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◇自由記述回答

 
操業・営業を再開されていない事業所の方にお伺いします

Ｑ１ 今後、操業・営業を再開される予定はありますか。

①震災前の場所で再開する目途が立っている。（ 年 月頃） 
原町 

建設業 Ｈ29 年 5 月頃 
鹿島 

サービス業 32 年 3 月頃 
小高 

製造業 28 年 12 月頃 
小売業 Ｈ30 年 3 月頃 

小高（その他） 
製造業 H28 年 9 月に相馬市に浜通り店を移転再開した。小高区には「小高

営業所」として震災前の場所で再開したいと考えている。 
 
②移転して再開する目途が立っている（ 年 月頃、場所は ） 
原町 

サービス業 29 年 1 月頃、場所は仙台 
29 年 1 月頃、場所は宮城県 

鹿島 
記述なし 

小高 
記述なし 

小高（その他） 
記述なし 

 
Ｑ２ Ｑ１で⑤または⑥を選んだ方にお伺いします。再開できないでいる最も大きな理由

は何ですか。

原町 
サービス業 マーケットの減少 

業種の変更が必要 
鹿島 

小売業 作物が生産できない 
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小高 
記述なし 

小高（その他） 
製造業 64 歳で後継者もいないですが 1 番は放射能を浴びた物は東京では入

りませんと言われて今だに茨城県にいます 
現在父が要介護で動かせる状態になく、老齢の母もいる為 

小売業 高齢 
サービス業 住民が戻っている方が少ない 

 
設問１ 貴事業所の事業内容全般についてお伺いします

Ｑ４ 貴事業所では今後２年間の売上・採算の見通しについてどのようにお考えですか。

≪売上が増加する理由≫ 
原町 

製造業 受注先拡大の為 
オリンピック 
見通しが立っている訳ではないが、好転するよう努力したい。 
生産販売量増により 
営業に力点を置く事で、少しずつ効果が出て来ている 
震災に転○された生産品の回帰にようやく合意 
医療機器関係への参入を計画 
新規開拓 

建設業 現場増加 
工事件数の増加が見込まれる 

卸売業 避難解除が増え、商圏が多くなるため 
サービス業 親会社からの仕事量の増大 

設備投資として人員を増員する予定 
営業活動に励むから 
事業拡大 
新しい事業を取り入れる 
改築しているので期待してます。 
人員増加見込まれることから 
震災後休業店再開 
福島相双復興官民合同チームの指導を受けて入り、以前と同じ状態に 
持っていけるよう企業努力する 
賠償金が終了すれば貸出が増加する見通しです。 
都市ガスの供給エリアが拡大するため 
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依頼者が増加傾向にある 
設備投資による稼働拡大 
県の助成金交付により設備等が充実 後に見込んでいる 
テストフィールドにおけるロボット産業が増える 

鹿島 
製造業 風評被害は無いため 
サービス業 地元民が少しずつ増加しているため 

チラシや製本の業務を拡大する 
少しづつお客様が戻ってきている 

小高 
製造業 大型物件の受注があるため 
建設業 復興事業の増加、作業班の増加 

小高（その他） 
製造業 新規案件決定したため 

新しい事業が増える 
 
売上が悪化する理由 

原町 
製造業 円安に為替ルートの悪化 

県外生産又は海外生産に○○る 
人口減少 
震災復興事業の減少 
製造業に時間をとられる 
復旧・復興・帰還事業の縮小 

建設業 減少 
建築として箱物が無い 
公共工事の発注減少 
公共事業の減少、復興予算の減少 
仕事の減少 
仕事量が減少する 
受注が減っている 
除染工事が終り売上が減少する 
人員不足の為 
震災特需が終る 
震災の復旧・改良工事の減少 
年をとる、貸家が古くなる 
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復旧、復興関連工事の減少や、働き手が少ない。 
復興工事が終結するから 
復興住宅の修了 
復興需要が一段落する 

卸売業 車輌台数の減少（人口減による） 
商圏がなくなっている 
店がない、小売店がやめていく 

小売業 ある程度需要客は購入したから 
客数減 
競合店との価格競争が激化するため 
現在でもやや悪化している 
顧客減（特に幼・小・中学生の減少） 
顧客の減少、ネット通販の普及 
作業員の減少、住民の生活の変化（市の外へ買い物に行く） 
需要の減少 
消費減少、若年層の不在 
除染関係の人が少なくなるため 
人口減少、原発風評被害 
元々の購買層のお客様がいない 
若い人の流失 
若者の減少と高齢化 

サービス業 家飲みの浸透、中食市場の拡大。人で不足による営業時間の短縮。 
一般顧客が減少し、復旧関係も減少する 
介護保険改定による圧縮 
仮設住宅、作業員宿舎が減少していくから 
客の減少 
経営者もお客様も年令が上るため 
建設関連事業の減少により 
公共事業の減少 
顧客数の減少 
子供の数の減少 
先のことは分らない、不安です 
昨年に比べ現時点で減少している 
自分の年齢（67 才）を考えて 
需要が減少する 
除染が終了するため 
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人員不足、客数の低下 
人口減。特に復興作業員等の減少。 
震災景気の終了と少子高レイ化 
避難者が帰省するため 
復興関係者の減少、震災前の利用者の減少 
復興関連事業の減少 
復興住宅 etc の建設により、需要は減少する 
見通しがまったく立たない 

 
鹿島 

製造業 人員減少分で売り上げ・採算取れない 
生徒の減少、少子化 

建設業 震災復興がおわる 
小売業 顧客環境の変化 

震災時農家が休耕されたりやめたりされた為 
復興事業の減少 

サービス業 医療業界の見直し 
外食をがまんする人が多くなっている 
人口流出 
人材不足で売上高が減少 
他より来ている人がいなくなるため 

小高 
製造業 復興需要の終了 

全体の景気回復の遅れ 
建設業 家を建てる人が少なくなる 
サービス業 作業員が少なると思う 

小高（その他） 
建設業 建築物件の減少 

災害復興工事が減少する 
人材不足 
復興需要の終わり 

小売業 復旧・復興の作業員の方々が減少（特に除染作業員さん） 
サービス業 従業員不足 

復旧復興特需が見込めない 
事業再開について不透明 
人口減 
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採算が好転する理由 
原町 

製造業 最新の設備導入の為 
新規事業の立ち上げ 
減価償却費減により 
コストの見直しを実施 
社内体制、コストの見直しをはかる 
受注増に伴いある程度は改善 
開拓ができた場合 
合理化を推進中の為 

卸売業 補助金の関係で 
サービス業 新業種に参入した 

売上を伸ばすから 
売り上げ増による収益向上 
改築しているので期待してます。 
車輌の稼働数の増加等々取引先の回復から 
５ヵ月計画を策定 
福島相双復興官民合同チームの指導を受けて入り、以前と同じ状態に 
持っていけるよう企業努力する 
貸出しが増加すれば、利息収入が増加する見通しです。 
３ヵ年の間に設備を新しくしたため 
設備投資による稼働拡大 

鹿島 
サービス業 仕入の工夫 

小高 
製造業 注文数があるため 

小高（その他） 
製造業 新規案件決定したため 

 
採算が悪化する理由 

原町 
製造業 ＡＤＲは仕事しているはみとめるが保障はしない 

競争の激化 
景気の悪化 
仕入価格の上昇 
時給アップ 
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資材費の高騰 
人件費の up 

建設業 一度高騰してしまった資材や人件費を維持して行く難しさ 
材料費・人件費の高騰 
仕事量が減少する 
仕事量が少なくなり、単価がさがる 
除染工事が終り売上が減少する 
人員削減して行く、仕事量は少なくなる 
人員不足の為 
設備費 
当然競争が激化する 
働き手、技術者不足（避難先での定着）のためコスト高になっている。 
復興工事が終結するから 
復興事業が整備されてきている 

卸売業 売り上げがのびない 
売上高不足 

小売業 荒利と客数減、回転率の悪化 
売上減少により、固定費支払はかわらない 
客の減少に歯止めがかからない 
仕入商品の価格が上がっている 
需要の減少 
消費の減少（高齢化） 
人件費の高騰 
人口減少 
元通りにはならない為 

サービス業 20 ㎞圏内の客が非難、南相馬の若者府非難、風評被害 
ＬＰガス使用量が減少していくから 
客層の年齢が 60 代、長続きしないのでは？ 
供給が異常に多く、需要減少が著しい 
金利低下 
近隣のアパート等に住んでいた小高の人達が戻り始めたため来店し 
なくなった 
固定費（家電等）の支出が変わらないため、利益向上は考えられない。 
子供の数の減少 
人件費の上昇 
少子高齢化の客不足と人件費増 
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人口減と人件費高騰 
賃金高 
働く人がいない為、賃金は高騰する 
物価高（特に生魚、他の値上） 
物価の上昇、人件費の上昇。 
報酬の減額による労働分配率の増加 

鹿島 
サービス業 少子化 

諸経費にかかりすぎになる 
少し悪化 
補償金ストップや災害復興関係者の減少 

小高 
製造業 物価（資材）の上昇 
建設業 震災前は父も手伝ってくれていたが、Ｈ27.7 月父死亡のため 

復興事業が終了する地区の業者との価格競争 
小売業 人口密度が低くなっても配達業務を拡大しなければならないため 

小高（その他） 
製造業 工場移転新築により製造原価の低減が期待されるが、需要の低下や設備

資金の返済等により採算性の悪化が懸念される 
建設業 売上減少 

工事の数が少なくなり、選別受注が出来なくなる 
諸経費高騰他 

小売業 売上減少に伴う利益の減少 
サービス業 国の貸切バスに対する政策 

見通し立たず 
宿泊客の減少 
お客様の減少 

 
Ｑ６ 貴事業所では、現在どのような問題を抱えていますか。最もあてはまるものを３

つまで選んでください 
その他 
原町 

製造業 技術者 
技術者の確保 
高齢 

建設業 人材の育成 
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老化 
労働質の低下 

小売業 いざと言う時資金調達が問題 
高齢である。後継ぎがいない。 
仕入先の廃業 

サービス業 経営基盤の減失 
市場の縮小 
治安問題 
双葉地方の応援 

鹿島 
製造業 安定した納品のための修繕工事等の継続、ならびに長期間納品に要 

する予備品の確保 
生徒の減少、原発での非難 

小売業 納品者の減少 
サービス業 働く従業員の不足、従業員の高齢化 

小高 
小売業 仕入価格の上昇 

小高（その他） 
建設業 入院・通院のため 

 
設問２ 貴事業所の雇用についてお伺いします。

Ｑ２ 過去２年（Ｈ 年度、Ｈ 年度）に「正社員」「臨時」を新規雇用された事業所

にお伺いします。

５）４）で従業員をしないまたは浜通り北部地域からのみ雇用したと選択された方

に伺います。遠方から採用されなかったのはなぜですか。あてはまるものをすべて

選んでください

その他の回答 
原町 

製造業 外国人（回答 2 社） 
建設業 熟練者資格（電気設備の多種資格者） 
小売業 親せき 
サービス業 家族 

グループ会社からの転籍 
震災前 4 月から働く予定だった者 

鹿島 
建設業 営業上の理由 
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元従業員だからすぐに雇用した 
小高 

記述なし 
小高（その他） 

製造業 応募が無い 
ハローワーク紹介のみ 

サービス業 朝早い為、夏は良いが冬は厳しいから 
 
Ｑ４ 従業員募集及び採用についてどのような問題がありますか。あてはまるものをすべ

て選んで下さい。

その他の回答 
原町 

製造業 うつなどの病気を隠している 
高校生の採用ができない 
除染等の終 

建設業 新卒者が入らない 
本社計画である 
臨時の人はいつ他者から引き抜かれるか常に心配で福利厚生を充実 
させている 

卸売業 20～30 代が雇用につながらない 
小売業 一般求人媒体不足（Web 等） 

家族小規模経営なので他人を雇うのは難しい（以前働いてもらった事 
があるが、トラブルがあり長く続かなかった。それ以降、家族経営は 
他人は雇えないと思った。それと、給料を払う売上が出ない、保証で 
きない。） 
教育に時間がかかる 

サービス業 計画通りの採用ができているが、震災前より新卒者の応募が少なくな 
った。 
採用する余裕がない 
採用できるほど余裕がない 
若者不足 

鹿島 
製造業 震災前の従業員を継続しているのでこの水準何とかやっているのが、 

新規募集ではこの水準では人が集まらない。しかし、高齢化が著しい。 
小高 

製造業 賃金を払う売上がない 
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サービス業 家庭の事情など 
小高（その他） 

記述なし 
 
Ｑ６ 現在の雇用状況では、どのような問題が発生していますか。あてはまるものをすべ

て選んでください。 
その他の記述 

原町 
製造業 きわめて不安定である 

欠員補充ができない 
高齢者との意思疎通 

建設業 外注費が多くなっている為、利益率が下がる 
職務内容毎の人員のバランスが悪い 

卸売業 高齢化 
小売業 人員が揃ったのでこれから教育していく 
サービス業 後継者問題検討中 

顧客の減少 
人員不足により業務負担増となっている 

鹿島 
製造業 忙しい時期に雇えない 

人員の入れ替えができないため、高齢化が著しい 
年令が高くなってきた 

建設業 技術を持った専従者が少ない 
小高 

記述なし 
小高（その他） 

記述なし 
 
設問３ 震災後の設備投資について

Ｑ３ Ｑ２で①活用した方にお聞きします。設備投資にあたり、どのような補助金を活用

しましたか。あてはまるものをすべて選んで下さい。 
その他の回答 

原町 
製造業 市の農林水産業振興事業 

震災復興林業システム導入支援事業 
中小企業省エネルギー対策支援事業助成金 
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建設業 福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金 
小売業 次世代自動車充電インフラ整備促進事業補助金 
サービス業 森林整備加速化林業再生基金 

石油ガス流通道理化対策事業費補助金等 
被災地復興創業支援事業補助金、地域雇用開発奨励金総業計画 

鹿島 
製造業 南相馬市助成金 
建設業 特定地域中小企業特別資金(貸付申込) 
サービス業 施設整備事業 

特定地域中小企業特別資金 
福島県地域医療復興事業 
復興交付金 

小高 
記述なし 

小高（その他） 
記述なし

Ｑ４ Ｑ２で②活用しなかった方にお聞きします。活用しなかった理由ななぜですか。あ

てはまるものをすべて選んで下さい。

その他の回答 
原町 

製造業 東電の保障金がへらされる 
建設業 事業再開等補助金申請中 

震災後起業の補助金がない 
小売業 そこまで手が回らない 

投資は考えていない 
サービス業 50 坪 4000 万の建物申請中、実際は 100 坪の建物が必要 

Ｈ２３年に補助金申請で、「赤字でつぶれていく会社に貸せない」と 
言われ、補助金はあきらめている。 
あてはまらないと思った 
該当するか分からない 
活用の意思なし 
活用を考えなかった 
補助金を活用してる会社はよゆうがある会社、こまってるところは力 
がなく活用できない 
補助金を利用する設備投資がなかった。 
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鹿島 
製造業 市の助成金を活用した 

震災被害は小規模であり、当社休業は客先に被害があったため。 
建設業 完成した後で補助金は当てはまらなかった 

小高 
小売業 手続きにかかる時間があり現場に間に合わなかったため 

小高（その他） 
製造業 不採となった 

 
設問４ イノベーション・コースト構想についてお伺いします

Ｑ１ 平成２８年６月に、南相馬市（原町区萱浜地域）では「ロボットテストフィールド」

及び産学官共同研究施設の建設が決定しており、今後の地域経済の発展に期待でき

ますがどのような面で期待できますか。あてはまるものをすべて選んで下さい。

その他の記述 
原町 

製造業 技術者の流入 
極一部だけのもの 

卸売業 期待していない 
小売業 期待している 

わからない 
サービス業 あまり期待できない(3 社) 

維持出来なくなると思う 
期待していない（3 社） 
当社に当てはまらない（2 社） 
何もないと思う 
わからない（6 社） 

鹿島 
製造業 避難した労働人口が戻ってくる。 

わからない 
小売業 わからない 

小高 
製造業 わからない 
建設業 余り期待できない 

小高（その他） 
製造業 経済効果や雇用の増大が見込めるとは思えない。ゼネコンだけが儲か 

るだけ。 
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わからない 
サービス業 わからない 

 
設問５ 福島相双復興官民合同チームについてお伺いします

Ｑ２ 官民合同チームでは、あらゆる支援事業を行っていますが、支援を受けたいですか。

受けたい支援をすべて選んで下さい。

その他の回答 
原町 

製造業 現在受けている 
建設業 情報提供（支援補助事業等） 
小売業 受けたいと思い、会議所に相談に行ったが、思った程の回答が無かっ 

た。最初から、むずかしさと申し込みの大変さを感じあきらめました。 
補助金の手続きなどの手伝い 

サービス業 期待しない 
金融機関は支援を受ける立場ではなく、支援する立場です。 
対象のものがない 
定住人口の増加 

鹿島 
製造業 自社に合ったコンサルを入れ、その補助をいただいたほうがよい。 

労働人口がいなければどうにもならないので労働人口を戻す努力を 
してほしい。 

サービス業 どんな事業かわからないので… 
小高 

製造業 今後必要に応じて検討したい 
小売業 官民合同チームの訪問を 10 回近く受けたが、全く役に立っていない 

何も役に立たなかった 
小高（その他） 

製造業 ビジネスマッチング 
 
設問６ 東京電力㈱の損害賠償についてお伺いします

Ｑ１ 東京電力㈱は、平成２７年８月以降は向こう２年間の減収分の支払いをすることに

なっていますが、貴事業所ではこの期間の賠償請求をされましたか。

その他の回答 
原町 

製造業 4 月に賠償請求提出したが、まだ認められない 
Ｈ26.7 から打ち切り 
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すでに損害賠償について決定しているため期間請求はしない。 
請求していない（3 社） 
平成 26 年 12 月までに完了している 
本社業務となります 
分からない 

建設業 まだ請求していない（3 社） 
卸売業 農林業同様の扱いの為、旧賠償を継続中 
小売業 11 月末請求 

知りませんでした。 
請求していない（2 社） 

サービス業 5（賠償の対象外）であると言われたが当事業所はそう思っていない。 
Ｈ２６年オープンとして該当せず 
これから請求します（3 社） 
賠償の対象と知らずにいた 
復興関連事業の受注により事故前年度（基準年度）より売り上げ増 
※平成 23 年 3 月～平成 26 年 10 月分は受領済み 
わからない 

鹿島 
建設業 震災後の設立なので賠償はないです 
小売業 していない 
サービス業 1 回も請求していない。時間がない 

請求していない 
小高 

小売業 その様な案内は来ていない 
不安があるのでまだ請求していない 

小高（その他） 
製造業 20 ㎞圏内立地 
サービス業 弁護士にすべて依頼しているためわからない 

 
Ｑ２ Ｑ１のような東京電力㈱の賠償方針について、どのようにお考えですか。あてはま

るものをすべて選んで下さい。

その他の記述 
原町 

小売業 20km と 30 ㎞の線引きがどのようにして行われたのか？ 
一企業の原発事故であり、最終処分場になることに対して、再度賠償 
（精神的、税金で一人 5 万～10 万）を求める。（ex.40～50 年処理 
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が終了するまで） 
消費人口が戻らないのに打ち切りはどうか、現在 20 年後の人口にな 
っているので 20 年間は必要 
努力しているのにバカを見ている。 

サービス業 受けていないので言う立場にない 
営業権として１０ヵ年は賠償の継続が必要 
競合店の廃業により顧客数の増加と、それにともない収益は上がって 
いるが、従業員が確保できないため個人当たりの負担が増えている。 
減収分の賠償という枠だけでは収まらない損害は実際に生じている。 
事業所ごとに判断し、賠償の継続を決めるべきと思料する。（賠償金 
を受けている企業で、大幅に販管責を増加させている企業がある為） 
賠償はＨ２７．８月以降は 2 年分の減収ですが、農業は 3 年分です。 
同じくしてほしい。 
被害のスケールがあまりにも大きすぎて、どこからどこまでが責任・ 
賠償の範囲となるのか？いずれにしてもいつまでもあてにしていて 
はしょうがない、自助努力していくしかないと考えている。 

鹿島 
製造業 放射能の風評被害は業種によってばらばらなので適切な賠償を模索 

してほしい。 
小高 

小売業 事業を再開した事業所に継続して賠償をしてほしい。事業再開しない 
所と区別をしてほしい。 

小高（その他） 
建設業 当事業所においては、今後人口不足による仕事の減少による減収はこ 

れから来ると思うので、その辺の対応が必要だと思う。 
 
Ｑ３ 賠償金がなくなったらどうしますか。あてはまるものをすべて選んで下さい。

その他の回答 
原町 

製造業 利益は少ないが県外から仕事をさがす 
建設業 他全ての可能性を考える 
小売業 年金生活になるかも 
サービス業 サービス内容を縮小する 

廃業になるかもしれない 
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鹿島 
製造業 当社は賠償対象外 

小高 
小売業 事業縮小 

小高（その他） 
記述なし 

 
Ｑ４ 東京電力㈱の損賠賠償打ち切りに対して、行政等にどのような支援を期待しますか。

最もあてはまるものを３つまで選んでください。

その他の記述 
原町 

製造業 東京電力賠償の考え方の見直し一年間の中での増減で考えてほしい。 
東電の社長の死刑 

建設業 地域の安全性 PR 
相続させたくない土地の買い上 

小売業 高齢化になるため保険関係の無償化、高速の無料化→国と東電が負担 
すべき 

サービス業 わからない(3 社) 
鹿島 

製造業 わからない 
サービス業 行政には期待しない 

小高 
小売業 行政に期待できるものは何もない。 

小高（その他） 
製造業 避難解除地域内の企業に対する補助制度の拡充 

風評対策 
サービス業 必要ない 

 
設問７ 製造業を営まれている事業所にお伺いします

Ｑ３ 地元同業者との比較の中で貴事業所の現在の「強み」「課題」についてあてはまるも

のを３つまで選んで（ ）内に丸を付けてください。また、今後「強化」していきた

い項目についても、あてはまるものを３つまで選んでください。

その他の記述 
 

原町 記述なし 
鹿島 記述なし 
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小高 記述なし 
小高（その他） 同業者なし 

 
Ｑ４ Ｑ３で「今後強化していく」と回答されたことを行うために、どのようなことをお

考えですか。現在計画されていること、すべて選んで下さい。

その他の回答 
原町 記述なし 
鹿島 地元同業者はいない。製品の出荷先はほぼ首都圏 

低廉な製品価格の提案 
小高 記述なし 
小高（その他） 記述なし 

 
設問８ 建設業・土木業を営んでいる事業所にお伺いします

Ｑ３ 地元同業者との比較の中で貴事業所の現在の「強み」「課題」についてあてはまるも

のを３つまで選んで（ ）内に丸を付けてください。また、今後「強化」していきた

い項目についても、あてはまるものを３つまで選んでください。

その他の記述

原町 プロフェッショナル人材戦略活用（今後強化） 
地元との共同と雇用（今後強化） 

鹿島 記述なし 
小高 記述なし 
小高（その他） 記述なし 

 
Ｑ４ Ｑ３で「今後強化していく」と回答されたことを行うために、どのようなことをお

考えですか。現在計画されていること、すべて選んで下さい。

その他の記述 
原町 技術力の up に努めると共に資格取得の推進 

人材育成プログラム（計画的育成方針） 
新卒者雇用等 
プロフェッショナル人材戦略活用 

鹿島 記述なし 
小高 記述なし 
小高（その他） 記述なし 
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設問９ 卸売業・小売業・サービス業・飲食業を営まれている事業所にお伺いします

Ｑ３ 地元同業者との比較の中で貴事業所の現在の「強み」「課題」についてあてはまるも

のを３つまで選んで（ ）内に丸を付けてください。また、今後強化していきたい項

目についても、あてはまるものを３つまで選んでください。

その他の記述 
原町 地元同業者がいない（サービス・強み） 

将来の運転資金（小売・課題） 
高齢化（小売・課題） 
指導内容の強化（サービス・今後強化） 

鹿島 家族で行っている（サービス・強み） 
同業者なし（サービス・強み） 

小高 記述なし 
小高（その他） 記述なし 
 

設問 ０ 今後の支援等の要望についてお伺いします

Ｑ１ 行政・商工会議所等に対し、どのような支援や施策を期待しますか。

あてはまるものを５つまで選んで下さい。

その他の記述 
原町 

製造業 雇用促進住宅棟居住環境の整備 
小売業 期待するより、まず自ら動きます 
サービス業 震災後創業者への支援施策 

定住人口の増加推進、強化 
鹿島 

小売業 市内 3 区同一環境にすべき 
小高 

サービス業 薬局等生活必需品取扱店の強化 
小高（その他） 

記述なし 
 
 
Ｑ２ その他、現在抱えている課題で課題やご要望があればご自由にお書き下さい。

原町 
製造業 30 ㎞圏内の事業所へ勤務している社員も、居住に関係なく、医療費 

の免除して欲しい事。事業所内での分け隔ての起こることの無いよう 
にして欲しい。 
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駅周辺にビジネスホテルを建設し、出張者、事業所間の支援者対応対策 
（宿泊場所の確保）、高速道路の全線早期片側 2 車線化各機関、専門機 
関による会社訪問をこまめにする。※会社によりかかえる悩みは違うと 
思うので、よりそう様な支援をお願いします。 
国有材の仕事が○○ナシ、仕事ができない 
当会社、少しの期間休業の手続きをとり、工場は賃貸のため自宅 1 階を 
改造し移動する計画を建てつる矢先の災害。現在はアイテムを変更し、 
会社存続をするための話を進めているところです。工事をしていただく 
のに○分にも現在は大きな工事が多い為時間が必要のようです。今後と 
も、よろしく御指導下さいます様お願い申し上げます 
東京電力、損害賠償終了に供い廃業の場合の補償を確立して欲しい。 
原町工場に残ったダイオード事業は、受注に恵まれ順調な業績を上げて 
いますが、直接員を雇用できない為、残業が非常に多くなってしまって 
います。他の事業所から応援を呼ぶのも済むところが無い状態であり、 
この点を是非打開して頂きたい。 
若い方の雇用 

建設業 根本的本質的な課題は人口減少だと思います。人口が減れば税収は上が

らなくなる。いずれは自治体の存続そのものが危ぶまれる事態に直面す

ると思う。人口減少社会の中でも自立してゆけるビジネスモデルの構築

が一番の課題であると思います。 
震災後起業対象の補助金があまりにもないので！ 
人材不足が最も大きな課題です。人件費、住宅費の高騰が大きな原因で 
す。 
人材不足である。 
震災前、当社は大熊町において事業を営んでおりました。しかし原発事

故のため、南相馬市原町区に仮事業所を賃貸し、事業を継続しておりま

す。震災前は大熊町に事業所を置いていたため、従業員のほとんどが周

辺地域の人たちでした。しかし事故のためすべての従業員が避難する状

況になり、事業再開は無理なのかと考えながら、従業員と連絡を取って

いると半数以上の人が寮に入ったり仮設住居に入り協力するとの約束

を取り、業務に取り組んでおりましたが、時間の経過とともに双葉郡外

に新居を求め、家族と新しい生活をする旨、退職者が続出し、以前の従

業員はすべて退職してしまいました。現在は、再雇用者一人の他は震災

後雇用した従業員です。そのため、技術を有する人材は不在となってお

ります。先日官民合同チームの訪問を受け、技術者雇用をお願いしたと

ころです。今後も原町商工会議所様にお世話になりながら、事業の継続
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に向け努力する次第です。 
大震災、原発事故は起こるべくして発生した災害であり、立止まって悔

んでばかりでは前へは進めない。風評被害は地元からなくさねばならぬ

もの、せめて私共は地産地消を声を大にしなければならない。 
何回もアンケートを取って行っても私たちには時間が少なくなってき

ました。70 才をすぎて仕事をして行くのには、何かの手助が必要です。

息子達が跡を継いでもらいたいのでそれまでの資金があれば嬉しいで

す。 
廃業することを考えています。ハウスメーカーのみの仕事が今現在の状

況があり、一般の建築業の大工さんが仕事がないのが現状であり、年齢

的にも病気で意欲がなくなりました。すべて無くした原発事故が本当に

ニクイ、20 ㎞圏外という線引きだけで保障の差別があまりにも不当で

す。廻りの家が億の家が立ち並びうらめしい。毎日毎日あいさつもなく

うるさくノイローゼになり仕事になりません。 
メンタルケアシステムの構築 

卸売業 奪われた商圏を取り戻したいがすべがない。住民の帰還人口の増加を望 
む。高齢者ばかりで若者が戻ってくる政策が何もない。 
会員の中にも当社同様に、東電賠償を農林業同様扱いとして請求してい

る事業者がいると思いますので、新賠償方法についての意見、要望等を

東電、行政に対してお願いしたい。南相馬市産の農水産物の販促をもっ

とお願いします。 
当地域が原発事故以前の状況に回復するまで、補償を継続して下さい。 
弊社は相馬郡、双葉郡内で営業しているパチンコ店 8 店舗と（震災前相

馬市 1 店舗、南相馬市 2 店舗、浪江 1 店舗、大熊町 1 店舗、広野町 2 店

舗）現金交換用特殊景品の販売と、景品買取所からお客様と交換した現

金用特殊景品を買取る業務を毎日行っておりました。平成 23 年 3 月震

災後、取引先パチンコ店のうち営業が再開されたのは、相馬店南相馬店

の 2 店舗のみで、双葉郡内の 5 店舗の営業再開は、現在も全く分かりま

せん。2 店舗だけの収入では経営の続行は不可能ですが、幸い東京電力

の賠償金で赤字をうめてほそぼそと経営を続けてまいりました。双葉郡

内のパチンコ店の営業再開が何時になるか、再開前に東京電力の賠償金

の支払いが打ち切りになれば、弊社は即赤字経営に追い込まれてしまい

ます。従いまして、双葉郡内のパチンコ店の営業再開まで、東京電力の

賠償金支払いが継続することを切に要望する次第であります。 
小売業 移動手段を持たない高齢者が増加することにより、今後商店街があって

も、実際に店舗へ行くことができない「買物難民」が多くなると思われ
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ます。そういった消費者への援助が、ひいては商店個々への支援へとつ

ながるものと期待します。 これは原町区だけでなく、特におだ核へ住

んでいる高齢者などの問題となると思います。医療機関などとともに商

店街への順回バスのようなものを増やすなりしていただければ助かり

ます。 
お客様の高齢化、若い世代の人との同居が減っている。その為、ちょっ

としたことでも呼び出しがあり、出張料も請求できないことが多くなっ

た。若い人たちのネットでの購入が増えた。 
掛川と南相馬と行き来をしております。交通費や宿泊地での食事とか大

変です。新規の販売をするろアフターサービスが出来なくなるので、販

売は止めております。アフターのみの仕事です。 
借入金が多くこれから 10 年～20 年後どうなるのか想像がつかづ不安 
後継者の育成、良い人材の確保、スタッフのレベルアップ等 
顧客の高齢化や、亡くなってしまう方が増えて、客数がどんどん減って

しまっている。買い物をしたくても、足の確保が難しいため、外出しな

い方も多い。（タクシーの台数の不足、介護タクシーの不足など）配達

もしているが、こちらもいそがしくてなかなか手が回らない状態です。 
このままの状況が続けば最悪の場合、廃業となる。事業継続のための支 
援がほしい 
市外県外の、津波被害で仮設住宅者が雇用される場合、市内の仮設又は

復興住宅への入居出来れば（住民標も移す）助かるのだが。質問の答え

でも書いたが、現在の人口が 20 年後の状況にあると考えれば、原子力

災害の賠償は売り上げにかかわらず 20 年間は最低限するべきではない

か。高速道路、早期 2 車線化と無料延長（廃炉まで）、企業誘地 
従業員の確保が全くできない状態で事業継続の不安と同時に除染作業

員がいなくなった時の売り上げが見通しが全く立たない状況で、目標が

わからない。どう進むべきなのか？ 
震災後閉店した状態の為、不十分な回答で申し訳けありません。土地、

人材等の問題により中々移転出来ないのも現状です。補助金も使えませ

ん。それを言い訳けに動いていないのも現状です。官民合同チームに個

別に支援頂いた事、感謝しております。又継続的に現実的に南相馬に戻

れます様、支援をお願いします。賠償金については、色々な思いがあり

ます。打ち切りになった場合、別の支援制度が移転出来ない、南相馬市

にない自社が受けることができるのか？不安に思います。 
代政として首長だけ各省に要望等々をして、市議達は何か市民の為にや

ったことはあるのか？私は、会議所が市議以上に活動要望にいることに
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感謝している。メルトダウンしているものをどうして取り出せるか？市

民としては、この地に 30～40 年しか住むわけではない。国策であり一

企業の責務は、末代まで続く事案と考えております。（最終処分場可大）

単純に言えば、国政の議員（地元）の力量に問題あり、県議も同様。海

と山と田畑と自然に恵まれている地方を復興させる問題は、5 年や 10
年では無理。高齢者増加し商工業関係も 10 年後は不安ではないでしょ

うか。はっきり言えることは、東電の関係業者を南相馬市移転させて活

性化を計り、入り口の見えないことの話より、現実は 10 年後の人数は 3
万～4 万ではなかろうか…と考える。各個人の身体の問題、生活費を考

えますと、賠償は継続すべき。建設業も減収することは、小売業も同様。

市と会議所で強く要望してください。 
とにかく、人員が集まらず、ビジネスチャンスを何度ものがした。 Ｈ

２６年 1 月分からの東電賠償金を請求したが、請求→東電からの連絡が

ますます時間がかかるようになった。当社は 3 か月毎に請求しているが、

毎回担当者が変わり同じことの説明を求められる。そして減額される。 
弊社は南相馬市を起点に双葉郡広野町（川内村、葛尾村、飯舘村を含む）

までを商圏として昭和 42 年より約 50 年間、幼稚園、小学校、中学校、

各市町村役場、教育委員会等と営業して参りましたが、原発事故以来双

葉郡の始んどの学校、役場等の避難移転等により営業の大部が活動出来

ずに推移をしております。ちなみに平成 23 年を 100 として児童生徒数

を見てみますと平成 28 年度 4 月 1 日の指数で見ますと小学校児童数は

25％、中学校の生徒数は約 28％となっております。従って売上高も従

来の 3 割～4 割程度となっております。賠償金は 28 年の損失かける 2
で補償をしてもらい一応示談しておりますが、現状を見てみますと、と

ても残す所 1 年や 2 年で子供たちの帰還もままならないと思います。従

って損害賠償の再延長を申請せざるを得ない状況です。賠償金に対する

非課税化や税の減免等是非とも実現してほしい。 
サービス業 除染作業員の早期撤退→治安の回復 ・急速な経営状況の変化に対応

しきれない→経営コンサルタント派遣等の充実 ・遠隔地より雇用す

る際の各種制度の充実（税の減免、補助金など） ・とにかく現在人

材不足に悩んでいます。 
色々ありすぎて分からない。 
売上が少なく従業員を雇うことがむずかしい。したがって自分自身が

疲れて体に無理が来て今後どうなる事か分からない所です。 
運転資金が足りない。借入しようとしたが審査でダメでした。仕入だ

けが増え売上（利益）のでない。借金だけが増えていく。美容業は、
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補助金制度の対象外が多い。 
課題：求人、資格、経験 
国や自治体などが色々な支援事業を施策していると思うがこちらの職

種には恩恵がない 
現在の事業を始めて 30 年以上経過し、少しマンネリ化してどうにか

しなければと思っている時に震災にあい、お客様の大半が避難して居

なくなってしましました。最近になってやっと家の前を小中学生が通

るのを見かけるようになり、又事業再開の補助金も受ける事が出来る

事になり、少しずつ前向きになれるような気がして来ました。官民合

同チームの方々や商工会議所の皆さんにも助けていただいて有難く思

っております。これからもよろしくお願い致します。課題とか要望に

ついてはまだそこまで頭が回っておりません。 
県振興センターに「つぶれていく会社に金を貸す所はないだろう」と

言われ、悔しさで休まず働いて、売り上げを 2 倍以上にしました。原

発の事故に甘えている企業はうらやましいとも思いますが、今自立し

なければ未来はないと思います。ただ 27 年までは、頑張って収入を

上げれば、賠償金のほとんどが税金として国に流れたので、そこが納

得いきません。 
原発事故・国の国策でありながら管理業務のずさんな管理と隠ぺい発

覚した。業務過失致死傷街の犯罪を犯した。自責の念、不倶戴天の敵、

失望の念、卑劣・不誠実極まりない！弱い県民の人生を奪った罪は計

り知れない。五年八ヵ月が過ぎようとも事実は消えない。苦しみも消

えない！営業賠償・医療の無料化、税の減免、子供達や福祉や老後の

充実を生涯継続することが法的責任・道義的責任・論理的責任だ！ 
後継者の問題 
今年に入り空室があり数か月入室ありません。あまりに復興住宅、マ

ンションが増え、不安でなりません。 
このままでは精神的にも肉体的にも追い込まれ閉店することになるの

で、もう少し地元で努力している人たちのことも考えてもらいたい。 
事故前の業種での業務再開は困難。業種変換が必要だが、業種変更後

の先行きが不明で再開に至らない。 
市場人口減少、従業員の確保が困難、採用しても質が低い、専門・技

術職のハンティング、既存従業員の賃金高騰 
次代を担う若者等の定住を促進するため、定住目的で住居を新築・購

入した若者等に定住応援補助金のような助成制度を創設してほしいと

思います。 
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常磐自動車道の片側 2 車線化の整備、及び高速道路無料化の延長 復

旧、復興が進む中でインフラの整備、防潮堤の工事、放射性物質廃棄物

の仮置場から中間貯蔵施設への移動等で高速道路は重要な役割を果た

します。現在、片側 1 車線の為に渋滞し、高速道路上で停止することも

あります。福島県の復旧・復興を加速するためにも、高速道路の 2 車線

化を早期に実現して頂きたい。 
設問 10 の②について 官民合同チームは支援というより、復興予算を

効率よく消化させるための営業チームだったのだなと、振り返って考え

ます。偉い方の方は早い段階でさっさとお帰りになりましたし、県の担

当者もこちらが補助金を申請したと分かった途端に姿を見せなくなり

ました。（申請に取り組む良いきっかけになりましたが。）必要の無い

団体だと思います。 11 月に入ってから潮目が変わったと申しますが、

街の中もそうですが、人の流れが以前に増して静かになっていると思い

ます。大手ゼネコンも撤退、客単価の高いお客様も多かったので、デー

タを見ながらため息が出ます。 
損害がなくなるまでの賠償の継続 
建物の老朽化 
東電の自己責任は継続中である。 商工業者は H28 年 8 月で損害賠償

請求は完了ですか？ 他業種（農林業等）との賠償請求の違いは？ 
ネットレンタルの方向でショップを開設予定（申請中）だがスペース不

足。ネットに対する方向がまだよく見えない（システム発注中）。ネッ

トで客がどれだけ集まるか不明。他地域に進出したいが、相手先が見え

ない（いわき、福島、郡山） 
浜通りの中で、震災原発による当地域の復興は進んでいない。震災から

6 年、同情するものなど誰も居ないのに、自立もしないで何か分からな

いものを待っている。この 5 年の間、双葉地方と比べ、当地域の社会環

境の変化・改善が、一向に感じられない。先ず、具体的に何をしたら復

興に繋がるのか、また手順など、どこに陳情・要望するのか、国や県に

太いパイプを活用し、誰がやるのか、今、肝心なことをやらずにいる。

若者の定住を促進し、高齢者にも働いてもらうためにも、避難もせずに

奮闘している事業所の育成と、企業の誘致が必要だ。雇用の創造こそ地

域活性化の原点と考え、大きなビジョンづくりのために、1．このアン

ケートへの要望 10 歳以下の人口減少現状と将来を見据え、今この当地

に何時まで、何が必要なのか、会議所会員の意見を知りたい。2．提案

として 行政が動かないなら、財団の集団、会議所が国と県に会頭の人

脈で、具体的な陳勝・要望をしてほしい。 

－ 205 －



205 
 

原町区は人口比世界一アパートの多い街になってしましました。数年先

供給過多は必至です。震災前から外壁や部屋の設備、内装等のリフォー

ムをしています。築 30 年の建物ですが、きちんとしたリフォームで古

いという印象はさほど感じられません。自然にさびれていく過疎化なら

国民年金の我家はこども達の時代まではなんとかアパートの賃貸料で

生活して行けると思っていました。新しいアパートには築 30 年という

アパートはたちうちできません。東電の賠償はどうなのか？税の減免や

光熱費等の公共料金の減免等とともに、医療、介護施設の設備などが必

要不可欠だと思います。過疎化、人口減少を防ぐ施策を合わせて行うこ

とが望まれると思います。でないと原町は持ちません。 
復興するにつれて近くに住んでいた人たちが帰還していったため、顧客

の減少が続いている。売り上げの減少が止まらない。このままでは廃業

しかない状況、毎日営業を続けるほど赤字幅が拡大する。 
その他 
各補助制度等に関して、依頼提供者・企業の思いが叶うよう最善の御努

力を願いたい。特に官民合同チームとの連結連携を密にし、申請者の不

採用が無い様願いたい。 
業務内容が補助金対象外の業種なので、支援が受けれない。 
全て大人の目線。医者、看護師もいないのに立派な病院建てて子供がか

かれる病院も産科も少ない。夜間休日は全て相馬へ行けと言われる。賠

償賠償って、小さい子供がいても南相馬で頑張っているのに何もなく、

働かずにいる者だけが保障されているのは根本的にまちがってる。税金

だけ、正直に支払ってるこっちがバカみたいだ。わけのわからない行事

にお金を使うなら、子供の医療子育てに使ってもらいたい。若い親も小

さい子供をまわりから菌呼ばわりされてもこの南相馬で子育てしてい

る人を大切にしてもらいたい。…と、市や県に何度言っても、一度も伝

わったことなんてない。みんながんばっているのに。 
町内スーパーマーケットの再開、病院の待ち時が長い、医師のレベルの

低さ、良い治療が受けれない、救急車の受け入れ対応が悪く助から命も

助からない、若い方が少なく老人ばかりが増えている 
鹿島 
製造業 特に 30 代の技能者・経験者の採用が難しい状況にあり、受注ロスも

多い。働き口の確保策の推進＝地元企業に仕事が繰るような背策を考

えてほしい 
廃業または承継にどのようにするか考えています 
若い人を中心に人口が増える特区を作って頂きたい。1．0 才～18 才
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まで医療、学費すべて無料 2．親が働けるよう、スクールバス活用 3．
子供を増やすため 1 人目 3 万円 2 人目 5 万円 3 人目 8 万円 0 才から 18
才まで支給 4．中学校を卒業すると英語がペラペラになる様、外人教師

を多数活用 5．二宮尊徳の道徳教育を徹底して行う。6．本当の歴史を教

える 山形の東根千葉の流山を見て、人口増都市作りをする。 
建設業 個人事業者（震災後設立）への助成金等の案内 

直接南相馬市が地元に仕事を落すようになれば、南相馬市の地域がもっ

とうるおう様になると思います。現在、ゼネコンが発注すると、当社は

四次元位になり、減車と運賃の低下で苦しんでおります。仕事量も減り、

県外のダンプを安い運賃で使う様な状況であり、今まで忙しいときは全

国から集まった車を使って処理していたのが、現況は厳しい状況です。 
小売業 30km の線引きによるすべての賠償の差はおかしい。税等の減免ももち 

ろん。復興イベントは大きく継続していくと良いと思います（大変でし

ょうが。） 
今だに風評被害があり、無農薬や低農薬の作物を作っても販売できない

状況です。異業種に転ずることも考えていますが、現段階では決めかね

ている。 
サービス業 現在倉庫がほしいのですが今の所余裕がなくて夢の又夢です。駐車場

もスペースがなく商工会の何か援助があれば助かるのですが、事務局

の方も忙しく仲々相談する時間がありません。 
夏は、夏祭りで人が集まる催しがあるので、冬にはイルミネーション

コンクールでも開催して地域の活性化を図るのはどうでしょうか？団

体？地域？個人？助成金を出して参加しやすいようにする。コンクー

ルなのでもちろん賞もつける。寒い暗い冬の夜に、きれいなイルミネ

ーションはほっとすると思う。 地域によって交通が不便で、買い物

にも不自由する場所がある。町内、災害住宅近くは不便なこともない

でしょうが、同じ南相馬市内で、便利性に差がありすぎるので、移動

ショッピングカー又は、不便な地域に対してタクシー助成またはワゴ

ン車タイプのミニバスを走らせてほしい 
私たちは障がい者の支援を行っています。障がいがあっても働きたい

意欲は強いのですが免許がなかったり（合格しない）で足の確保が難

しい人もたくさんいます。高齢化により働く人口が不足する中で、合

理的な配慮（仕事場への送迎とか、作業を運んでくるとか）があれば

より活用できる人たちでもあります。時間がかかっても指導により、

高い能力を発揮できる人もいます。どうか障がい者を働く現場につれ

出してまき込んでいただける工夫をしてほしいと願います。 
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仮設事務所からの移転をしなくてはならないが、補助金制度を利用した

いが予算（当初の予定予算）がオーバーし、さらに審査が強化されたと

聞き、今後の事業所移転をどうしたらよいか考える。被災事業所が利用

できる（入居できる）レンタルオフィスの建設などを期待しています。 
小高 
製造業 原発事故の影響で他の地域に引越したり、退職者が多く、今現在人数不

足となっています。仕事量が少しずつ増えてきましたが、募集してもな

かなか人員確保が難しいのが現状です。また、家族と離れて二重生活し

ている人もいるため、生活支援も必要です。原発事故で家に住めず、避

難指示が出てアパートなど仮住まいで生活して、これから自宅に戻ると

しても修繕やリフォームなど莫大なお金がかかるため賠償金の継続は

必要です。会社としても仕事ができなかった時期やそれに伴い仕事量減

など大変な苦労しましたので、同じく賠償金の継続や支援などこれから

も必要となります。 
建設業 早く小高区に帰って仕事をやりたいが作業場がないため、又中小企業も

支援も、補助を受けたいが申請（見積も 2 件以上）だとか手続きがめん

どう。それに申請件数が多いため時間がかかりすぎて前に進まない受付

（6～７ヵ月）かかる。いやになる。仕事もいそがしいため、個別訪問

も受けても同じ答え。 
小売業 原発 20 ㎞圏内から強制的に避難させられた人達は避難解除になったか

らとすぐに帰還はなかなか出来ないものです。まずは自分の家の周りの

整理整頓、我家の修理、リフォーム等々やることは山のほど有ります。

周りの除染、環境の整備、インフラ修理等々いっぱい有ります。また帰

還をした人達へは色々な支援が必要となります。ＮＨＫみたいに、すぐ

に金銭（受信料）を請求してくる所は話になりません。我々の心を理解

していない。税制面でも色々減免で支援をしてもらいたい。5 年間の避

難生活は高齢者にとって大変つらい日々であったと思います。また最近

のニュース等々で小学生、中学生の子供たちもつらい日々を送っている

のだなとつくづく思われます。避難民は大変つかれている！ 
中心商店街に再開するお店が極めて少ない。震災前に商店街（商工会）

の役員さんだった方々が、他県へ避難したまま、たま～に帰ってくるだ

けで、店舗の再開をしないのが寂しい。特に 70 歳以上の方々。年齢的

に無理かな。要望を書いても進展なし。 
サービス業 区内で生活を再開している方のみならず、区内の会場等を安価で貸し

出し、サロン等で利用してもらうことにより、より多くの人が利用に

よって立ち寄りやすい地域づくりを目指し足を運びやすい環境を築
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いていってほしい。（原町、鹿島両区より訪問する方からすれば、も

ともと生活していた地元も遠く感じているのが本音といえる）薬局等

医療関係の充実を計ってもらえると助かるのでは。 
小高（その他） 
製造業 今一緒にいる家族でなんとか生きていきたいと思いますが、それぞれ

の事情はみんな違いますので、帰れない人のことも本当に考えてもら

いたいと思います。実際帰りたい気持も強いし 6 年前にもどって何も

なかった事にしてもらいたい。本当に大変なんだから。残っている人

も大変だと思うけど。 
仮工場での電力不足から多くの客先を失い、震災後 1 年で小高で再

開、営業活動を行っているが、いまだ業績回復せず。東電で補償が無

理なら仕事を出して欲しい。 
現在、親父が要介護 4 で、母も最近査定を受け要支援 2 となり、父は

今動かせない状態である上に、母も老齢であるため、近くに総合病院

があるので、しばらくはここを離れられないと思うが、いづれは、こ

の借家を出るようになると思うが、それまで東電の補償及び落ち着い

た場所で、書道教室だけでも再開したいので、官民合同チームの支援

も長く継続してほしい。現在の借家でも教室をできる部屋もあるが、

落ち着ける時間もないため、生徒を募集することも出来ず、いづれの

転居等を考えると、尚更募集はかけられないでいる。他、仕事も出来

ずにいるので、医療費や、親類の方々との距離が遠くなって、高速を

使うしかないので、高速の支援も続けてほしい。 
現在喜多方に工場を移し、10 年後には、この地で廃業する予定です。 
震災前の場所で再開したいが、その場所周辺の放射線量が高く、体調

に影響があるのではと不安である。生活していくには、まだまだ不便

な点があると思う。とにかく、放射線量を下げて、安心して生活でき

るようにしてほしい。 
東京電力の賠償対象外地区や事業所の支援の強化 
避難地域の指定が解除されても、地域内の産業の復旧・復興には相当

の期間を要する。しかしながら、国等の補助金は解除後 1 年以内のみ

有利な制度となっているため、採算面等を考えた場合使い勝手の悪い

状況下にある。少なくとも解除後 3 年以内程度は手厚い支援を行って

いただきたい。 
小売業 一歩踏み出す勇気が出ない。賠償金等は借入金返済に当て、休業中に

くちはてた店舗は解体し、まずどこから手を出す？という、どう動

く？という具合なので相談できる（気軽に）場所が欲しい、みんな働
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きたいと思っています。自分を生かす場所が欲しいと思います。 
サービス業 1、原町区で仮営業しております。 2、昨年 12 月小高で再開しまし

たが、お客がなく閉店休業状態です。 3、小高に引っ越し予定でし

たが、通勤が大変になるため、借り上げ住宅の延長を行いました。

４、水道、電気、電話等補助金があれば教えて下さい。 
サービス業としては、常連であったお客様や他の住民がもっと定住し

ないと営業が考えられない。また店舗も解体し、新しく建設するとな

ると年が老いてしまい、後継者がいないと難しいです。 
特にありません。感じることは、被災事業者になり切って努力もせず

東電の賠償や補助金等をおねだりする事業者がいることははずかしい

と思います。まずは、自らが、前向きにチャレンジすることが大切だ

ということです。 
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